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(4) 組 織 
2011 年 3 月末における当研究所の組織と定員は下のとおり。 
2010 年度末定員   52 名 
同年度客員総括研究官       1 名 
同年度客員研究官      計 111 名 
同年度国際客員研究官       4 名 
















(5) 予 算 
2010 年度の予算を以下に示す。                                          （単位：千円） 
事 項 
予 算 額 
備 考 
2009 年度 2010 年度
◇科学技術政策研究所に必要な経費 565,129 547,048  
1.人 件 費 449,185 432,694 2010 年度末定員 
52 名




361,565 336,007  
1.科学技術システム基盤研究 42,845 42,765 主に第 1、2研究グループの調査研究
活動に係る経費 
2.科学技術政策課題対応調査研究 95,482 73,939 主に第 1～3調査研究グループ、科学
技術基盤調査研究室の調査研究活動
に係る経費 




125,429 130,467 情報処理システムの整備、運用等 
また、外部専門家との双方向情報ネ
ットワーク構築、整備、運用 
5.分野別科学技術動向調査 86,424 79,676 主に科学技術動向研究センターの調
査研究活動に係る経費 
合    計 926,694 883,055  
 
（単位：千円） 
外 部 資 金 名 金 額 備 考 
科学研究費補助金                計 8,300  
厚生労働省長寿医療研究委託費          計 1,000  





(6) 1 年間の主な活動 
①調査研究成果 
 2010 年度においては、第 2回全国イノベーション調査等の 7本の NISTEP REPORT、11 本の










開催期間：2010 年 10 月 7 日（木）～8日（金） 
会  場：韓国 済州島（Haevichi Hotel） 
 
○日中韓共同シンポジウム in AAAS 2011 
開催日：2011 年 2 月 20 日（日） 
会 場：米国(ワシントン DC.WalterE.Washinngton Convention Center) 
 
○第4回予測国際会議「将来社会のための科学技術予測－予測活動の多面的展開」 
開催日：2011 年 3 月 8日（火） 





第 1 研究グループ：科学技術の経済社会への効果に関する理論的調査研究 
・イノベーションの伝播・普及における経済的な要因とその定量的な影響についての調査研究 
・省エネ技術の普及に関する研究 
・日本のイノベーション －第 2回全国イノベーション調査の調査データに基づく分析－ 
・医療分野におけるイノベーションに関する計量分析 
 

























・「自然科学を選ぶ女性（Woman in Science: WIS）」の国際比較 
 
第 2 調査研究グループ：科学技術との人間・社会の関わりに関する実証的調査研究 
・日・米・英における国民の科学技術に関する意識の比較分析 
・科学技術に関する月次意識調査 
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(1) 第 5 回日中韓科学技術政策セミナー 
開催期間：2010 年 10 月 7 日（木）～8日（金） 




09:30–09:55  挨拶 各機関長 
セッション１：Highligths of Research Activities in Each Institute  
(各研究機関の研究活動のハイライト)
座長： Lee, Jung Seung 韓国科学技術企画評価院（KISTEP、韓国）院長 
*各研究機関の研究活動のハイライトを、科学技術政策研究機関による政策の企画・立案過程
への関与を参照しつつ紹介し、議論を行った。  
09:55-10:20  “Science and Technology vision for the Future Toward the Year of 2040”
Goon Cherl Park, KISTEP
10:20-10:45  “Research Highlights in IPM”  
Mu, Rongping 中国科学院政策・管理研究所（CAS/IPM、中国）所長
10:45-11:10 “Recent Activities at the National Institute of Science and Technology 
Policy” 
Terutaka Kuwahara 科学技術政策研究所長
11:10-11:35  “2010 STEPI STAR Researchers” 
Suk Joon Kim 韓国科学技術政策研究院（STEPI、韓国）院長
11:35-12:00  “China’s Science and Technology Policy Facing the Next Decade in the 
New Century and the Role of CASTED”  
Yuan Wang 中国科技戦略研究所（CASTED、中国）副所長
セッション2：S&T Innovation System for the Future Competitiveness 
(イノベーションシステムと将来の成長力)
座長：Terutaka Kuwahara 科学技術政策研究所長 
*各国におけるイノベーション活動の具体的事例を紹介するとともに、将来の成長力ついて議
論を行った。  
14:00-14:20  “What Should be Innovated to Make the Innovation-oriented S&T Policy 
in Japan?” 
Hiroshi Nagano, NISTEP
14:20-14:40  “International Comparison of National Innovation System Efficiency” 
Junfang Zhang, CASTED
14:40-15:00  “Assessment System for Feasibility Analysis on Grand National R&D 
Programs in Korea” 
Ji Ho Hwang, KISTEP
15:00-15:20 “The S&T and Innovation Policy Trend of Service Sector in China” 
Weiguo Qiao, CAS/IPM
15:20-15:40 “University-industry R&D Collaboration in Korea’s National Innovation 
System” 
Kong Rae Lee, STEPI
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15:40-16:00 “New Policy Trend for Regional Innovation in China: Evidence from 
Chinese Science & Technology Industrial Parks” 
Yu Cheng, CAS/IPM
16:00-16:20  Efficiencey Evaluation of Public R&D Program for Supporting Small-Medium
Businesses in Korea 
Taigun Lee, KISTEP
セッション3：S&T Policy for Green Growth (グリーン成長に向けた科学技術政策) 
座長：Suk Joon Kim STEPI所長 
*地球温暖化の防止、気候変動への適応に向けた各国における取組みについて紹介し、議論を
行った。 
16:40-17:00 “Instituteional Support for Global Green Technologies and Industries”
Yongsuk Jang, STEPI
17:00-17:20 “Green Innovation Strategy in Japan”  
Kuniko Urashima, NISTEP
17:20-17:40 “The Green Growth Policies and R&D Investment Strategies of Korea” 
Kyong Jae Lee, KISTEP




セッション4：S&T Foresight and Priority Setting (科学技術予測と重点分野の設定) 
座長：Yuan Wang CASTED副所長  
*技術予測をキーワードに、各国における重点科学技術分野について紹介し、議論を行った。
 9:30- 9:50  “Forecast-based Technology Evaluation and Priority Setting: A Case of 
Marine S&T in Korea”  
Byoung Soo Kim, KISTEP
 9:50-10:10  “The 9th Science and Technology Foresight Activity in Japan”  
Kumi Okuwada, NISTEP
10:10-10:30  “Strategy Foresight: National Development Strategy and Regional 
Development Strategy in China” 
Jinbo Wan, CAS/IPM
セッション5：S&T Human Resources (研究開発人材)  
座長： Mu Rongiping CAS/IPM所長 
*各国における研究開発人材の流動性並びに博士学位取得後のキャリア形成について、国内外
への移動に留意しつつ傾向を紹介し、議論を行った。  
10:40-11:00  “Current Situation and Research of Problems in China’s Scientific 
Elites and Their Slection and Nurture Mechanism”  
Jianzhong Zhou, CAS/IPM
11:00-11:20  “An Analysis on Career Development Paths of Science Engineering 
Graduates in the Early Labour Market” 
Seong Min Hong, STEPI
11:20-11:40  “An Analysis on Academic Career Paths and Research Environments in 
Japan” 
Keiji Saito, NISTEP
(1)第 5 回日中韓科学技術政策セミナー 
11:40-12:00  “Cultivating Innovative S&T Human Resource with High Caliber for the 
Next Generation” 
Jung Min shim, KISTEP
Excursion 





は、韓国より科学技術政策研究院（The Science and Technology Policy Institute、STEPI）・
韓国科学技術企画評価院（Korea Institute of S&T Evaluation and Planning、KISTEP）、中国
より中国科技発展戦略研究院（CASTED、The Chinese Academy of Science and Technology for 
Development）・中国科学院科技政策管理科学研究所（The Chinese Academy of Sciences, Institute 




表し、質疑に対応した。当研究所からは桑原所長が、“Recent Activities at the National 



















究官（GRIPS教授）が“What should be innovated to make the Innovation-oriented Science and 






 第 3 セッションは、Kim STEPI 院長が座長を務めた。当研究所からは浦島科学技術動向研究セ
ンター上席研究官が、“Green Innovation Strategy by Results of Local Workshop”と題する発
表を行った。発表では、まず、新成長戦略においてグリーン・イノベーションが我が国の発展の
10 
 (1)第 5 回日中韓科学技術政策セミナー 
(2) 日中韓シンポジウム開催 in AAAS 2011 
2 本柱の一つとされていることを紹介した。続いて、第 9 回科学技術予測の一環で行った全国 8
地域でのワークショップの結果を紹介した。 STEPI の Dr.Jang は韓国がもつ技術のうち、太陽光
と電力網 IT が競争力を持つが、日本と比較すると世界市場での競争力がほとんどないとのことで
あった。また、韓国国内での地域においてグリーンモデル事業を展開中であることを紹介した。
KISTEP の Dr. Lee は、韓国におけるグリーン関係予算が 2008 年から毎年 2兆ウォン（約 1460 億





第 4 セッションは、Wang CASTED 副院長が座長を務めた。当研究所からは奥和田科学技術動向








第 5セッションは、Mu CAS/IPM 院長が座長を務めた。当研究所からは斎藤第１調査研究グルー
プ研究員が、“An Analysis of Academic Career Paths and Research Environments in Japan”





(2) 日中韓シンポジウム開催 in AAAS 2011 
“Bridging Nations and Fields: East Asian Approaches to Science and Technology Policy” 
開催日：2011 年 2 月 20 日（日） 





Mr. Terukata Kuwahara, Director General, NISTEP 
“Issues and Challenges of the Japanese S&T Policy in the Next Decade”  
Speech 2 
 
Professor Rongping Mu, Director General, CAS/IPM 
“Innovation as a Social Process: New Framework of Innovation Policy in China”
Speech 3 Professor June Seung Lee, President, KISTEP 
 “Korea's S&T Knowledge-Sharing Activities with Developing Countries” 
Speech 4 
 
Dr. Suk Joon Kim, President, STEPI 
“Korean S&T Policy for Green Growth, New Growth Engines, and Job Creation”
Speech 5 Dr. Kumi Okuwada, Director of Science and Technology Foresight Center, NISTEP
“A New Foresight Breaking Up the Borders”  
Panel Discussion (all speakers) 





(2) 日中韓シンポジウム開催 in AAAS 2011 





今年のAAAS 年次大会は、「Science without borders」を全体テーマとして開催された。会期
中には150 を超えるシンポジウムなどのセッション、大学や公的機関、企業の研究開発成果を集
めた展示会、ファミリー・サイエンス・デイが催され、米国内外から参加者が集まっていた。 
日中韓シンポジウムは、2 月20 日「Bridging Nations and Fields: East Asian Approaches to 
Science and Technology Policy（国家、分野をつなぐ：東アジアの科学技術政策）」と題して行
われた。シンポジウムは、クリストファー・ヒル ジョージメイソン大学名誉教授がモデレーター
を務め、中韓からは、当研究所と協力関係にある、中国の中国科学院政策管理研究所（Chinese 
Academy of Sciences, Institute of Policy and Management；CAS/IPM）の所長、韓国の科学技
術政策研究院（Science and Technology Policy Institute；STEPI）の院長、韓国科学技術計画
評価院（Korea Institute of Science and Technology Evaluation and Planning；KISTEP）の院
長らが参加した。 
当研究所からは、桑原所長及び奥和田科学技術動向研究センター長が参加し講演を行った。桑








(3) 第 4 回予測国際会議 
『将来社会のための科学技術予測－予測活動の多面的展開』 
開催期間： 2011年3月8日(火)～9日(水) 




 司会 重茂 浩美（科学技術動向研究センター上席研究官）








Mr. Jean-Michel BAER （欧州委員会）
11:40-12:00 「OECDにおける予測活動：長期政策策定への支援」 
Dr. Barrie STEVENS （OECD）
12:00-13:30 休憩 
13:30-13:50 「英国の予測プログラム」 
Mr. Martin GLASSPOOL （英国 ビジネス・イノベーション・技能省）
13:50-14:10 「米国における科学技術のガバナンスのための予測」 
Dr. Timothy M. PERSONS （米国 政府説明責任局(GAO)）
12 




  モデレータ：永野 博 政策研究大学院大学教授 
  パネリスト：Mr. Jean-Michel BAER、Dr. Barrie STEVENS、Mr. Martin 




Dr. Kerstin CUHLS （ドイツ フラウンホーファー協会
システム・イノベーション研究所）
16:00-16:20 「欧州における予測の発展：東南欧の挑戦」 
Dr. Blaž GOLOB （スロベニア 東南欧eガバナンス発展センター）
16:20-16:40 「上海市における技術予測の発展と応用」 




  モデレータ：Dr. Kerstin CUHLS 
  パネリスト：Dr. Blaž GOLOB、Mr. LI Wan、浦島 邦子 





 司会：奥和田 久美 
 記録：古川 貴雄（科学技術動向研究センター） 
 参加者： Dr. Stevens (OECD)、Mr. Glasspool (UK/BIS)、Dr. Persons (USA/GAO)、
Ms. Rhode (EU Delegation-Tokyo)、Dr. Yim (Korea/KISTEP)、 
有本 建男氏（JST/RISTEX）、ほか 
 セッションB：「地域など各コミュニティにおける予測活動」 
 司会：浦島 邦子 
 記録：白川 展之（科学技術動向研究センター） 




  司会：重茂 浩美 
  セッション報告：奥和田 久美、浦島 邦子 
海外招聘者コメント 







(3) 第 4 回予測国際会議 
ナイスステップな研究者 




























(1) シンポジウム「近未来への招待状～ナイスステップな研究者 2009 からのメッセージ～」 
開催日：2010 年 4 月 22 日（木） 
会 場：文部科学省第 2講堂 
 
選定された 10 組 12 名のナイスステップな研究者及びその業績は以下のとおりである。 
 
【研究部門】 















(1) シンポジウム「近未来への招待状～ナイスステップな研究者 2009 からのメッセージ～」 
天野 浩   名城大学理工学部材料機能工学科 教授 

























原田 広史  独立行政法人物質・材料研究機構 超耐熱材料センター長 
       ロールス・ロイス航空宇宙材料センター長 
次世代超合金の開発および実用化推進 
 




柴田 一成  京都大学大学院理学研究科付属天文台 台長 


















(1) シンポジウム「近未来への招待状～ナイスステップな研究者 2009 からのメッセージ～」 
【プロジェクト・産学連携・国際研究交流部門】 


















HTV ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ 独立行政法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）有人宇宙環境利用ﾐｯｼｮﾝ本部 
虎野 彦  プロジェクトマネージャー  
小鑓 幸雄  サブマネージャー 
佐々木 宏  ファンクションマネージャー 
高度な安全性・信頼性を満足する宇宙ステーション補給機(HTV)の技術実証 
 
技術実証を目的とした、宇宙ステーション補給機(HTV)は、2009 年 9 月 11 日に種子島宇宙
センターから打上げられ、計画どおりに、宇宙ステーション(ISS)とのドッキングに成功し、
地球観測用の 2つの大型船外実験装置を日本モジュール「きぼう」の船外プラットフォーム





有賀 早苗  北海道大学 副理事・女性研究者支援室長 
       北海道大学大学院農学研究院／生命科学院環境分子生物科学研究室 教授 
女性研究者活躍に向けた環境整備と女性研究者採用の促進 
 














































(2) ナイスステップな研究者 2010 の選定 
(2) ナイスステップな研究者 2010 の選定 
2010 年度は、当研究所の調査研究活動及び、当研究所の専門家ネットワーク（約 2,000 人）
の意見を参考に、ここ数年間の顕著な業績を残した方の中から、特に科学技術政策上注目すべ
き 10 組 13 名の方々を選定した。 
 
【研究部門】 
間野 博行  自治医科大学分子病態治療研究センターゲノム機能研究部 教授 




遺伝子 EML4-ALK を発見し、2007 年 8 月号の「ネイチャー」誌に発表した。この遺伝子を基
に、高感度・高精度分子診断法を開発し、全国約 110 カ所の医療機関で 600 名を超える肺が
ん患者を検査し、約 50 名の EML4-ALK 陽性肺がん患者を見いだした。また、2009 年から 2010
年にかけて我が国の複数の企業が新しい分子標的治療薬の臨床試験を始めたが、臨床試験中
に現れた分子標的治療薬に対する耐性の原因を突き止めた。 
まつもと ゆきひろ  合同会社 RUBY アソシエーション 理事長 
           株式会社ネットワーク応用通信研究所 フェロー 

















高井 治  名古屋大学 エコトピア科学研究所 所長 
      名古屋大学大学院 工学研究科マテリアル理工学専攻 教授 
バイオミメティクス研究を材料に応用し、環境負荷低減に貢献 













(2) ナイスステップな研究者 2010 の選定 
【プロジェクト部門】 
独立行政法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）IKAROS デモンストレーションチーム 
森   治 チームリーダー 
横田 力男 ソーラー電力セイル膜面開発担当 
澤田 弘崇 ソーラー電力セイル展開ミッション担当 
 宇宙ヨット「IKAROS(イカロス)」の技術開発と実証実験の成功 
 宇宙ヨットの実証実験は、世界中で研究開発が進められているにもかかわらずこれまで実現






関山 和秀  スパイバー株式会社 代表取締役社長 








































(2) ナイスステップな研究者 2010 の選定 
20 
【成果普及・理解増進部門】 





19 歳の時に円周率(π)の計算に魅せられて以来、πの計算にこだわり続け、2010 年 8 月に、

















開催日：2010 年 12 月 10 日（金） 

















































大橋 弘（客員総括主任研究官）・西川 浩平・米谷 悠・小田切 宏之* 
中馬 宏之*・深尾 京司*・元橋 一之*・伊地知 寛博* 
































































の変化を推計するため、Difference in difference 法によって当該データを分析し、得られた結
果から推計される消費電力の年間削減量を基に CO2 の年間削減量及び電気料金の年間削減量の推












日本のイノベーション −第 2 回全国イノベーション調査の調査データに基づく分析− 
大橋 弘（客員総括主任研究官）・西川 浩平・米谷 悠・小田切 宏之* 
中馬 宏之*・深尾 京司*・元橋 一之*・伊地知 寛博* 






























[1] 科学技術政策研究所 第１研究グループ (2010)「第 2 回全国イノベーション調査報
告」,NISTEP REPORT No.144.  
[2] 西川 浩平・大橋 弘 (2010)「国際比較を通じた我が国のイノベーションの現状」，Discussion 
Paper No.68. 
[3] 西川 浩平・五十川 大也・大橋 弘 (2010)「我が国におけるプロダクト・イノベーションの
現状－第 2回全国イノベーション調査を用いた分析－」,Discussion Paper No.70. 
[4] 大橋 弘「民間企業の研究開発活動が停滞するなかで求められるイノベーション政策とは」 
RIETI コラム, 305, 独立行政法人経済産業研究所。 
 
「発表・講演」について 
[1] 西川 浩平「第2回全国イノベーション調査」による企業のイノベーション活動に関する考察, 





省旧文部省庁 6階第 2講堂, 2010.12.10。 
 
「報道」について 
[1] 大橋 弘「市場を作る技術革新」『日本経済新聞社「やさしい経済学」』8 回連載, 2010 年 7
月 29 日（木）～30 日（金）, 8 月 2 日（月）～6日（金）, 10 日（火）。 
[2] 大橋 弘「鉄鋼大型合併 何を意味するのか（下）－競争政策の論点 効率性に」『日本経済新






























































2010 年度調査は 3,582 社を調査対象として、2011 年 1 月から 3月にかけて郵送法及び web 法を
併用して実施した。調査対象企業のうち 36 社は調査実施時に消滅しており、修正送付数は 3,546
社である。2011 年 3 月までに 1,281 社より調査票が回収された（回収率 36.1%）。なお、2009 年






[1] 科学技術政策研究所 第 2 研究グループ（2010）「平成 21 年度 民間企業の研究活動に関す
る調査報告」NISTEP REPORT No.143. 
[2] 永田 晃也*・篠崎 香織*・長谷川 光一「M&A に伴う企業境界の変化が研究開発に及ぼす影
響」『日本知財学会誌』, Vol.7,No.1, 2010 年 8 月 pp45-53. 
[3] 長谷川 光一・永田 晃也*・山内 勇・篠崎 香織*・米山茂美「外部支出研究費の内訳－平成
21 年度民間企業の研究活動に関する調査結果より－」 研究・技術計画学会, 第 25 回年次学術
大会, 2010 年 10 月。 
[4] 永田 晃也・長谷川 光一・山内 勇・大西 宏一郎*・篠崎 香織*「技術知識の生成から衰退
まで－『民間企業の研究活動に関する調査』による基礎データの整備－」研究・技術計画学会, 
第 25 回年次学術大会, 2010 年 10 月。 
[5] 長谷川 光一「平成 21 年度 民間企業の研究活動に関する調査」『文部科学時報』, 2010 年
11 月号, pp74-75. 
[6] 長谷川 光一「研究開発に積極的な日本 課題は収益化」第 2特集「研究開発こそ日本の力」
『エコノミスト』, 2010 年 10 月 19 日号, pp74-76. 
[7] 米山 茂美・長谷川 光一・山内 勇「日本企業の研究開発活動とイノベーションの現状：民
間企業の研究活動に関する調査からの知見」東京大学知的資産経営総括寄付講座公開セミナー
















































































































(3) 科学技術に関する注目すべき話題について専門家による講演会（「Technology and Innovation 
Policy of Shanghai Government and its Effects on Companies’ Development」(講演者：Dr. 


























































































[1] K.Hasegawa and A.Nagata “The role of design in innovation process in Japanese firms,”  
21th International Society for Professional Innovation Management Conference, 2010
年. 
[2] 長谷川 光一「日本企業の研究開発におけるデザインの役割－大規模質問票調査の結果より
－」Design シンポジウム 2010。 
[3] 長谷川 光一・永田 晃也「日本企業のデザインマネジメント－平成 20 年度民間企業の研究










(1) 大学における教員の流動性に関する総合的調査研究（調査開始年：2007 年 3 月～） 











































[1] Moritaka Hosotsubo “A statistical study of transferral and promotion mechanisms 
relating to the appointment of professors at Japanese national universities based on 







































[1] 山内 勇・長岡 貞男「合併は技術開発力・利用能力を高めるか？」『日本知財学会誌』第 7






















 2010 年度は、「マクロモデルによる政府研究開発投資の経済効果の計測」Discussion Paper No.5
（1998）において開発されたモデルの更新作業を行った。このモデルは 34 本の同時方程式からな
り、そのパラメータの推定に用いたデータの計測期間は 1970 年代前半から 1994 年ないし 1995 年
までであった。今回の作業では、データの計測期間を 1980 年から 2008 年に更新した。また、国
民経済計算（GDP 統計）の改訂を反映して、使用するデータの主要系列を GNP から GDP に変更す
るほか、生産関数や民間消費支出関数等にも適宜修正を加えた。更新されたモデルの内挿テスト
を行った結果、中長期の予測シミュレーションに耐え得るレベルに平均誤差率が止まっているこ










ノベーション政策における「政策のための科学」検討ワークショップ, 2011 年 2 月 14 日。 
 
「雑誌寄稿等」について 
[1] Shigemi Yoneyama, Dai Senoo and Toshiya Watanabe “Marketing of technological 
knowledge: an empirical analysis of licensing activities of university TLOs in Japan.” 
International Journal of Technology Marketing, 2010, Vol. 5-2, pp.127-144. 
[2] 手塚 公登・上田 泰・米山 茂美・小山 明宏『現代経営学再入門』, 同友館, 2010 年 6 月。 
[3] 上野 彰「医療機関の安全文化の測定～８軸による把握法～」日本安全学教育研究会誌 Vol.3, 
2010。 
[4] 山内 勇・長岡 貞男「早期審査制度の利用状況とその決定要因」『平成 22 年度我が国におけ
る発明等の産業化に向けた出願行動等に関する調査報告書』、5-35 頁、知的財産研究所、2011






[1] 米山 茂美「技術事業化と競争力の確立」(財)日本生産性本部, 経営アカデミー, 2010 年 10
月。 
[2] 米山 茂美「イノベーションと知財経営」日本知的財産協会, 2010 年 11 月。 
[3] Shigemi Yoneyama ”Innovation in Japan: From Technology to Value Creation”, 
NISTEP-GRIPS Seminar, 2010 年 11 月. 
[4] 米山 茂美「イノベーションと市場創造」(財)日本生産性本部, 経営アカデミー, 2010 年 12
月。 
[5] 上野 彰「医療機関の安全文化診断 序論」第 5回日本安全学教育研究会セミナー, 2010 年
8 月。 
[6] 細坪 護挙「国立大学教授就任に係る異動・昇格に関するカテゴリカルデータ分析」研究・
技術計画学会『講演要旨集』, 2010 年 10 月 。 
[7] 細坪 護挙「日本の国立大学における教授への異動・昇格に対する統計学の応用」第 15 回情
報・統計科学シンポジウム（BIC シンポジウム）, 2010 年 12 月。 
[8] 細坪 護挙「数学研究調査・施策から見たキャリア」, 名古屋大学大学院多元数理科学研究
科談話会, 2011 年 1 月。 
 
調査研究課題に係る共同プロジェクトへの参画 







三須 敏幸、加藤 真紀、鐘ヶ江 靖史 































[1] 三須 敏幸・袰岩 晶*・茶山 秀一（2010.5）「－博士人材の将来像を考える－理学系博士課
程修了者のキャリアパス」調査資料-184. 






































[1] 齋藤 経史・三須 敏幸・茶山 秀一（2010.4）「ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍






























調査研究結果は、2011 年内を目途に Discussion Paper として公刊する予定である。 
(2) 講演会の開催 
科学技術に関する注目すべき話題について専門家による講演会を開催した。 
[1] 「日本企業のイノベーション力の人的基盤：その現状と未来」（藤本 哲史・藤本 哲史/同
志社大学大学院 総合政策科学研究科） 2010 年 7 月 6 日開催 
 
4.特記事項 


















NISTEP REPORT №123（2009.3）において、9369 名の研究者から研究者の属性や研究機関の移動




2009 年度にエラーのクリーニングを終えた 4456 名のデータを得た。2010 年夏までに、分析を
行い、国内外の学会発表・コンファレンスに向けて資料を作成した。2010 年秋から本格的な分析






[1] Keiji Saito, Takayuki Nakatsukasa “An Analysis of the Independence Processes of 
Researchers in Japan -Academic career paths and research environments- “ 11th 
International Conference on Science and Technology Indicators, Leiden University, 
Netherlands, 8-11 September, 2010, Book of Abstracts pp.233-235.  
[2] Keiji Saito ““An analysis of Academic Career Paths and Research Environments in 
Japan” The 5th Tri-Lateral S&T Policy Seminar, Jeju Island, Korea, 7-8 October, 2010.  
[3] 齋藤 経史・中務 貴之「アカデミックキャリアパスと研究環境に関する分析－世代と研究分
野による相異－」研究・技術計画学会 第 25 回年次学術大会（於 亜細亜大学）, 2009.10.10。 








































[1] 加藤 真紀「スター研究者のキャリアパスにおける国際比較」研究・技術計画学会 第 24 回



































発学会 第 11 回春期大会（於 北海道大学）, 2009.6.5-6 ,『同報告論文集』, pp266-269. 
[2] Maki Kato, “Analysis on Academic Papers Internationally Co-authored with Researchers 
in Developing Countries”  1st Asian Seminar in Regional Science, pp.251-267, Beijing, 
Sept. 2010. 
[3] 加藤 真紀・安藤 朝夫「Nature と Science に見る自然科学分野における研究者の国際連携




「自然科学を選ぶ女性(Woman in Science: WIS)」の国際比較 
























[1] 加藤 真紀・星越 明日香「自然科学系を専門とする女性大学教員のキャリアパス分析」研究・
技術計画学会 第 24 回年次学術大会（於 亜細亜大学）, 2009.10.9～2009.10.10, 『講演要旨






 [1] 加藤 真紀「世界に通じる「知識」は誰がどのように作るのか？：論文分析から見る途上国








[1] 鐘ヶ江 靖史・加藤 真紀・中務 貴之*「博士課程修了者の進路の全数・継続把握に関する勉
強会」：全国 13 大学が参加し、博士課程修了者の修了時点の進路や修了後のキャリアを追跡調






















(1) 2009 年 3 月に、日・米・英の 3カ国（各国の男女別・年代別の人口動態に合わせて、それぞ
れ 1,500 以上のサンプルを回収する目標を設定）で同時に調査を実施し、同月中に目標サンプ
ル数（日本は 2,191）を確保した。 
















[1] 栗山 喬行・関口 洋美*・大竹 洋平・茶山 秀一（2011.3）「日・米・英における国民の科学
技術に関する意識の比較分析－インターネットを利用した比較調査－」調査資料-196. 
[2] 栗山 喬行「日・米・英における国民の科学技術に関する意識の比較調査－2009 年 3 月調査」















60 代までの各層男女別に 60 人ずつ、計 720 人以上のサンプルを収集することを目標として、2009
年 11 月から意識調査を実施している。 
 
3.進捗状況 










[2] 栗山 喬行「科学技術に関する国民の意識 インターネットを利用した月次意識調査（2009




科学技術振興における NPO 法人の可能性 





定める NPO 法人は、2010 年 8 月現在で約 1,900 に上る。 




科学技術振興の活動を行う NPO 法人の概況を調査し、特徴的な活動を行っている NPO 法人につ
いてインタビュー等の調査を行う。 
科学技術振興を行う NPO 法人の実態調査を継続するとともに、科学技術振興における NPO 法人











[1] 茶山 秀一、石黒 周、小嶋 典夫「アカデミック研究からのイノベーション創出のプラット







































































[1] 額賀 淑郎「科学の発明・発見の関連要因」研究・技術計画学会, 第 25 回年次学術大会（於 













































































[2] 小倉 都「日本の大学等発ベンチャーの現状分析：2009 年度大学等発ベンチャーへのアンケ
ート調査より」研究・技術計画学会 第 25 回年次学術大会, 2010.10.9。 
[3] 小倉 都「ベンチャーから大学研究者はどのような効果を得ているか」『月刊 金融ジャーナ



























































































[1] 勝野 美江・藤科 智海*（2010.12）「食料産業クラスターにおけるコーディネータに関する











また、2010 年 6 月には「新成長戦略」が閣議決定され、「ライフ・イノベーションによる健康大
国戦略」が位置付けられた。さらに、第 4 期科学技術基本計画において、グリーン・イノベーシ
ョンと並んでライフ・イノベーションが 2 本柱の 1 つとして掲げられることとなっている。この
ように、食生活と疾病との関係についての研究は、ますます重要になってきていると言える。ま

























[1] 勝野 美江・佐々木 敏*（2010.12）「世界における我が国の健康栄養関連研究の状況と課題












































[1] 細野 光章「国立大学内にある産学連携支援組織のあり方の再考」産学連携学会第 8 回大会 





































[1] 細野 光章「国立大学による出願特許の分析：東海 3 県の国立大学の事例から」研究・技術









































































[1] 勝野 美江・佐々木 敏*（2011.3）「日米欧における健康栄養研究の位置付けの歴史的変遷に

















































 日米英の関連データについて、日本は「産学連携実施状況調査」、米国は“AUTM Licensing Survey”、











































これらの成果を月刊「科学技術動向」誌 (第 109～120 号) の発行という形で、総合科学技術会
議、文部科学省、各省庁、在京大使館、民間企業、メディア等に対して情報提供を行うとともに、
Web 上において一般公開した。併せて、「レポート」の英訳を掲載した「Science & Technology Trends 














[1] 月刊「科学技術動向」誌 2010 年 4 月号～2011 年 3 月号（No.109 ～120） 
[2]「Science & Technology Trends-Quarterly Review」誌（No.35～No.38） 
[3] 科学技術政策研究所 科学技術動向研究センター（2010.3）「将来社会を支える科学技術の
予測調査 第 9回デルファイ調査」NISTEP REPORT No.141. 
[4] 科学技術政策研究所 科学技術動向研究センター（2010.3）「将来社会を支える科学技術の
予測調査 科学技術が貢献する将来へのシナリオ」NISTEP REPORT No.142. 
[5] 科学技術政策研究所 科学技術動向研究センター（2010.3）「将来社会を支える科学技術の
予測調査 地域が目指す持続可能な近未来」NISTEP REPORT No.143. 
[6] 科学技術政策研究所 科学技術動向研究センタ （ー2010.12）「科学技術の将来社会への貢献
に向けて－第 9回予測調査総合レポート－」NISTEP REPORT No.145. 
[7]奥和田 久美「世界・日本の変化と科学技術政策および科学技術予測」, 早稲田大学「知とイ
ノベーション戦略」講義, 2010 年 6 月。 
[8] 奥和田 久美・重茂 浩美「将来社会を支える科学技術の予側調査」概要, 協和発酵キリン株
式会社, 2010 年 7 月。 
[9] 奥和田 久美「IEEE に見る電気電子・情報通信分野の研究動向－日本と世界のトレンド－」、
情報通信政策フォーラムセミナー, 2010 年 5 月, Advanced Electronics Symposium in Kyoko 
2010, 2010 年 11 月。 
[10] 奥和田 久美「ICT 分野における世界と日本の研究トレンド」, 2010 年度政策研究大学院大
学「技術革新と社会変貌」公開セミナー, 2010 年 9 月。 
[11] 奥和田 久美「将来社会を支える科学技術の予測調査」立命館大学研究部講演, 2010 年 9 月。 
[12] 奥和田 久美・横尾 淑子, ほか「科学技術予測のテキストにおける意味あるメッセージの自
動抽出」, 研究・技術計画学会第 25 回年会, 2010 年 10 月。 
[13] 奥和田 久美「世界はどういう方向に動いているのか？－国内外の科学技術政策と科学技術
予測－」, 同志社大学政策学部講演会, 2010 年 10 月。 
[14] Kumi Okuwada”Establishment and Diffusion of S&T Vision in Japan, How to depict future 
S&T vision ? How to prioritize in the Basic Plan ?”, Forum on S&T Vision for the Future 
- S&T Vision for the Future and Challenges -（Soul・KOREA）, Oct.2010      
[15] Kumi Okuwada “The 9th science and technology foresight activity in Japan -  
Contribution of Science and Technology to Future Society –“, The Fifth Trilateral 
Science and Technology Policy Seminar 2010 （Cheju・KOREA）, Oct.2010 
[16] 奥和田 久美「将来社会を支える科学技術の予測調査」, 科学技術政策懇談会, 2010 年 11
月。 
[17] 奥和田 久美「予測活動の世界的な潮流と科学技術政策研究所の取組み」科学技術政策研究
レビューセミナー, 2010.12.10, 東京。 
[18] 奥和田 久美, 「「将来社会を支える科学技術の予側調査」からのメッセージ, ソニー(株), 
2011 年 1 月。 
[19] Kumi Okuwada”A New Foresight Breaking Up The Borders”, 2011 AAAS Annual Meeting, 
（Washington,D.C.・USA）, Feb 2011. 
[20] Kumi Okuwada “The 9th science and technology foresight activity in Japan - 
Contribution of Science and Technology to Future Society -“, The 4th International 





重茂 浩美・赤坂 一人（2010 年 11 月から）・関根 進（2010 年 10 月まで） 
伊藤 裕子（科学技術・学術政策局調査調整課併任） 
金澤 一郎*・香月 祥太郎*・鷲見 芳彦* 
原田 良信*・新飯田 俊平* 
 
1.調査研究の目的 

























[1]「建設業における生物多様性保全と科学技術（生態学）」（寺井 学/(株)大林組 技術本部 技
術研究所 環境技術研究部）2010 年 7 月 30 日開催。 
[2]「生活習慣病及び高次脳機能障害の新しい発症概念－疾病発症のリスク要因は胎児期の栄養
環境である（生活習慣病胎児期発症起源説）」（福岡 秀興/早稲田大学 総合研究機構 胎生
期エピジェネティクス制御研究所）2010 年 9 月 2日開催。 
[3] 近藤 昭彦（2011.2）「バイオリファイナリーの現状と展望」講演録-269（近藤 昭彦/神戸大
学大学院工学研究科 教授・統合バイオリファイナリーセンター長）2010 年 11 月 10 日開催 
[4] 落谷 孝広（2011.3）「マイクロ RNA の制御異常と発がんについて」講演録-274（落谷孝広/
独立行政法人国立がん研究センター研究所分子細胞治療研究分野 分野長）2010 年 12 月 17 日
開催。 
[5]「持続可能社会の水循環と農園芸」（樋口 直樹/サントリーホールディングス(株) 知的財産







・2010 年 4 月号：症候群サーベイランス－感染症流行の早期探知に向けて－（重茂） 
・2010 年 7 月号：肺がんに対する分子標的治療の動向（重茂） 
・2010 年 8 月号：平成 22 年度版科学技術白書の主なポイント（伊藤） 
・2011 年 1 月号：医薬品開発技術の新展開－マイクロドーズ臨床試験の技術と課題－（原田） 
○トピックス（13 報） 
・2010 年 4 月号：患者自身の骨髄幹細胞を静脈投与する脳梗塞臨床治療研究（鷲見） 
・2010 年 5 月号：サリドマイド製剤の催奇形性に関与する生体内分子の同定（重茂） 
・2010 年 6 月号：全ゲノム情報を基にした個別化医療へのアプローチ（関根） 
・2010 年 7 月号：統合失調症の早期診断と治療の手がかり（重茂） 
・2010 年 8 月号：米国の農業継続性に関わる遺伝子組換え作物のインパクト（鷲見） 
・2010 年 9 月号：網膜色素変性症の遺伝子治療的アプローチ（関根） 
・2010 年 10 月号：地球全海域における海洋生物の多様性調査（鷲見） 
・2010 年 10 月号：体外受精（IVF）技術の開発（2010 年ノーベル生理学・医学賞解説記事） 
（重茂） 
・2010 年 11 月号：アルツハイマー病の新たな治療薬への期待（重茂） 
・2010 年 12 月号：腎機能を指標とする脳卒中ハイリスク者の特定（重茂） 
・2011 年 1 月号：膵癌の進行と遺伝子変異の時間的関係（赤坂） 
・2011 年 2 月号：米国における食中毒発生全体の推計（重茂） 
・2011 年 3 月号：ビフィズス菌による O157 感染予防のメカニズム（赤坂） 
○Quarterly Review（3 報） 
・No.35 (2010 年 4 月): The Current State and the Issues of Antibody Drugs （関根）  
・No.37 (2010 年 10 月): Syndromic Surveillance –Toward the Early Detection of Infectious 
 Disease Epidemics-（重茂） 








発酵キリン株式会社 東京リサーチパーク（招待講演）, 2010 年 7 月。 
[2] 重茂 浩美｢我が国の医療の未来－デルファイ調査による 2040 年までの科学技術予測－｣第
69 回日本公衆衛生学会総会, 2010 年 10 月。 
[3] 重茂 浩美・関根 進「科学技術予測にみるライフイノベーションの推進の方策」研究・技術
計画学会 第 25 回年次学術大会,『講演要旨集』, p960-964. 2010.10.10。 
[4] 重茂 浩美｢我が国のライフサイエンスの方向性－デルファイ調査による 2040 年までの科学
技術予測－｣第 33 回日本分子生物学会年会, 2010 年 12 月。 
[5] 重茂 浩美｢将来社会を支える科学技術の予測調査について－ライフサイエンスの展望－｣富
山大学地域連携推進機構産学連携部門 バイオファブリケーション技術研究・開発フォーラム
（招待講演）, 2011 年 2 月。 
[6] 重茂 浩美「2000 Outstanding Intellectuals of the 21st Century-2010」(in International 






市口 恒雄・加藤 寛治・吉永 孝司（2010 年 11 月まで） 
小笠原 敦*・黒川 利明*・坂村 健* 
佐藤 敏郎*・竹内 寛爾*・武田 重喜* 
刀川 眞*・林 晋*・日高 一義* 
野村 稔*・藤井 章博*・山田 肇* 
 
1.調査研究の目的 



















（田川欣哉氏/takram design engineering）2010 年 9 月 28 日開催。 
[2]「シリコンバレーは死んだのか？－イノベーション・プラットフォームとしてのシリコンバ
レー最新事情」（講演録-278）（大澤 弘治氏/Global Catalyst Partners 社） 
2010 年 10 月 25 日開催。 
[3]「日本の産業競争力の強化に向けて：光学産業の現状と大学教育への期待」 





・2010 年 4 月号：3次元 LSI 実装のための TSV 技術の研究開発動向（吉永・野村*） 
・2010 年 6 月号：所有から利用への世界を支えるクラウド・コンピューティングの可能性 
（黒川*・日高*） 
・2010 年 8 月号：ICT から見たスマートグリッドの可能性（日高*） 
・2010 年 10 月号：国際産学官連携拠点の目指すべき方向性～つくばイノベ－ションアリーナ 
の概要と展望（小笠原*） 





・2010 年 4 月号：3次元表示対応テレビの映像コンテンツ供給環境の充実（加藤） 
・2010 年 5 月号：日本発のプログラミング言語の初めての国際標準化（黒川*） 
・2010 年 5 月号：電力センサのグローバル・ネットワークへの接続（市口） 
・2010 年 6 月号：共鳴型無線電力伝送の研究が活発化（吉永） 
・2010 年 7 月号：中国のスーパーコンピュータの研究開発の急激な進展（野村*） 
・2010 年 7 月号：マルチユーザ対応の無線 LAN 高速化技術（加藤） 
・2010 年 8 月号：IMEC による新たな２つのオープンイノベーション型 R&D（野村*） 
・2010 年 8 月号：渦状スピン構造体（スキルミオン結晶）の直接観察に成功（市口） 
・2010 年 9 月号：電力効率を大幅に改善するコンピュータ開発（野村*） 
・2010 年 10 月号：3D 放送の新たな映像配置フォーマット（市口） 
・2010 年 11 月号：はんだを不要にする常温接続技術の開発（吉永） 
・2011 年 1 月号：小さく折り曲げても安定動作する集積回路（加藤） 
・2011 年 2 月号：スーパーコンピュータの新たな性能リスト Graph500 の登場（野村*） 
・2011 年 2 月号：米国特許発行数の急増（市口） 
・2011 年 3 月号：LED 照明に関する中国の大規模なエネルギー政策（野村*） 
 
○Quarterly Review（5 報） 
・No.36 (2010 7 月) :Expanding Use of Web API―Vast Potential of Mashup（藤井*） 
・No.36 (2010 7 月) :Current Status of E-Government in Japan and its Future Direction
―Electronic Application Services（山田*） 
・No.37 (2010 10 月): Trends in R&D in TSV Technology for 3D LSI Packaging（吉永・ 野
村*） 
・No.37 (2010 10 月): Promises of Cloud Computing: Underlying Technology That Supports 
Transforming “From Possession to Utilization”（黒川* ・日高*） 







[1] 市口 恒雄“「Confusion in electromagnetism and implications of CPT symmetry – system 
of units associated with symmetry」Cornel University Library, website, 12 Aug 2010 
[2] 加藤 寛治「科学技術概念の整理・明確化の試み－人間の認知行動モデルに基づく」研究・
技術計画学会, 2010 年 8 月 
[3] 吉永 孝司「論文著者の所属分析に現れる企業の R＆D 国際化戦略」日本経営システム学会, 






浦島 邦子・戸澗 敏孔（2010 年 6 月まで）・古西 真（2010 年 7 月から）  
和田 潤（2010 年 7 月から） 
小澤 純夫*・阿部 英樹*・野原 恵子* 
























長）, 2010 年 9 月 17 日開催。 
[2]「コミュニケーションロボットを活用したライフ及びグリーン・イノベーションへの取り組




・2010 年 9 月号：資源問題に直面するモータ用永久磁石の研究動向と課題（小澤*） 
・2010 年 12 月号：自動車排出ガス触媒の現状と将来（阿部*） 
・2011 年 1 月号：環境化学物質の健康影響研究－エビジェネティクスの導入による新展開－ 
（野原*） 
・2011 年 2 月号：研究基盤としての電子ジャーナル－電子ジャーナルへのアクセス維持を目指 
して－（古西） 
・2011 年 3 月号：廃プラスチック資源化の技術的展開と普及への課題（古寺*・浦島） 







・2010 年 4 月号：船舶航行時の海水抵抗を低減する空気潤滑システム(戸澗) 
・2010 年 5 月号：石炭火力発電所での木質バイオマス混焼を加速展開（戸澗） 
・2010 年 6 月号：日本の気候に適応した洋上風力発電の実証研究（戸澗） 
・2010 年 7 月号：家電プラスチックリサイクルシステムが稼働（戸澗） 
・2010 年 9 月号：トマトの茎を用いた高濃度バイオエタノール原料製造技術（和田） 
・2010 年 10 月号：海洋による CO2 吸収効果の減少（浦島） 
イタリアで世界初の水素火力発電設備が竣工（和田） 
・2010 年 11 月号：低タンパク配合飼料のオフセットクレジット認定（和田） 
・2011 年 1 月号：バクテリアにレアアースが凝縮する現象を解明（和田） 






[1] 浦島 邦子「水のマネージメントとビジネス」『応用物理学会誌』（2010年6月） 
[2] 浦島 邦子「水の将来を考える」『静電気学会誌』（2010年9月） 
[3] 浦島 邦子「エネルギー環境教育の現状と課題」大学電気工学教育研究集会（2010年7月） 
[4] 浦島 邦子「我が国の科学技術政策について」凸版印刷株式会社（2010年10月）（招待講演） 
[5] Kuniko URASHIMA「The Non-thermal Plasma Technologies for Climate Change Strategy」
気候変動に関する国際会議（CANADA）Jun 2010.（招待講演） 
[6] Kuniko URASHIMA「Future of BMMP」11thBMMP国際シンポジウム（名古屋)Jan 2011.（招待
講演） 
[7] Kuniko URASHIMA「The 9th Science and Technology Foresight-Contribution of Science and 
Technology to Future Society」、Foresighting Future Fuel Technology an APEC-Wide Foresight 
Study, （Thai）, Aug 2010.  
[8] Kuniko URASHIMA「Green Innovation Strategy in Japan」、The Fifth Trilateral Science 







家近 泰（2010 年 12 月まで）・玉城 わかな・蒲生 秀典 
阿部 英司*・河本 洋*・下村 政嗣* 
多田 国之*・千田 晋*・林 和弘* 
有賀 克彦*・金間 大介* 
 
1.調査研究の目的 



















[1]「論文のオープンアクセスの動向」（轟 眞市/独立行政法人物質・材料研究機構主幹研究員,  
遠藤 悟/東京工業大学 教授）2010 年 7 月 21 日開催 
[2]「e-Science をめぐる現況と課題」倉田 敬子/慶應義塾大学 文学部 教授, 
大久保 公策/国立遺伝学研究所 生命情報・DDBJ 研究センター長兼ライフサイエンス統合デー




・2010 年 5 月号：生物の多様性に学ぶ新世代バイオミメティック材料技術の新潮流（下村*） 
・2010 年 5 月号：グラフェンの高速トランジスタ応用への注目と課題（家近） 
・2010 年 11 月号：電子顕微鏡における収差補正技術開発の世界的動向と日本の現状（阿部*） 
・2010 年 12 月号：リチウム資源の供給と自動車用需要の動向（河本*・玉城） 
○トピックス（12 報） 
・2010 年 4 月号：95％以上の水を含む自己接着する高弾性ハイドロゲル（家近） 
・2010 年 6 月号：イオン濃度分極効果を利用した高効率の海水淡水化チップ（家近） 
・2010 年 7 月号：有機 EL に匹敵する発光効率の有機発光トランジスタ（家近） 
・2010 年 8 月号：正極にカーボンナノチューブを用いた高出力リチウムイオン電池（蒲生） 
・2010 年 9 月号：In を使わないフレキシブルな透明電極用大面積グラフェン（家近） 
・2010 年 9 月号：イオン注入を利用した薄膜の立体微細構造の作製技術（蒲生） 
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・2010 年 11 月号：熱アシスト記録とビットパターニングによる高密度磁気記録（家近） 
・2010 年 12 月号：フォトニック結晶を利用した低消費エネルギーの光素子（家近） 
・2010 年 12 月号：バイオポリマーと酵素の化学反応で動作するマイクロマシン（蒲生） 
・2011 年 1 月号：ナノメーター領域での高速光応答現象を観察する技術（家近） 
・2011 年 2 月号：遺伝情報の個人差を検出する超小型センサチップ（蒲生） 
・2011 年 3 月号：インチサイズの単結晶ダイヤモンドウェハーの作製技術（蒲生） 
○特別記事 
・2010 年 10 月号：2010 年ノーベル賞自然科学 3部門の受賞者決まる（家近、多田*） 
○Quarterly Review（4 報） 
・No.35 (2010年4月)：Trends of Research on Covalent-Network Materials with Novel 
Functionalities（森 孝雄*） 
・No.36 (2010年7月)：Trends of R&D on Materials for High-power and Large-capacity 
Lithium-ion Batteries for Vehicles Applications（河本*） 
・No.37 (2010年10月)：The New Trends in Next Generation Biomimetics Material Technology: 
Learning from Biodiversity（下村*） 









[2] 金間 大介*「産学連携における早期審査特許制度の成果」日本知財学会第 8回年次学術研究
発表会, 2010 年 6 月。 
[3] 河本 洋*「自動車用高出力・大容量リチウム(Li)イオン電池材料の研究開発動向」、特定非
営利活動法人・科学工学技術委員会特別講演会（依頼講演）（2010 年 6 月） 
[4] 玉城 わかな・ほか「世界鉄鋼蓄積量の推計」 (社)日本鉄鋼協会第 160 回秋季講演大会, 2010
年 9 月。 
[5] 玉城 わかな・ほか「老廃スクラップ回収率の推計」 (社)日本鉄鋼協会第 160 回秋季講演大
会, 2010 年 9 月。 
[6] 林 和弘*・白川 展之・玉城 わかな「電子ジャーナル化と科学コミュニティの変化」文部科
学時報 9月号, 2010 年 9 月。 
[7] 玉城 わかな・奥和田 久美「鉄鋼・金属材料分野における日本の研究開発の国際性の評価」
研究・技術計画学会 第 25 回年次学術大会, 2010 年 10 月。 
[8] 河本 洋*「大型リチウムイオン電池構成材料の技術動向と展望」東京メガセミナー(株)主催
セミナー（依頼講演）, 2010 年 11 月。 
[9] 河本 洋*「自動車用高出力・大容量リチウムイオン電池材料の研究開発動向」(株)電子ジャ








ー主催セミナー（依頼講演）, 2011 年 1 月。 
[13] 河本 洋*「電気自動車用二次電池の研究開発動向と電極・電解質材料」、(株)技術情報協会 
主催セミナー（依頼講演）, 2011 年 2 月。 
[14] 林 和弘*「MEDLINE 収録の日本の医学系雑誌の電子化状況とインパクトの変化」研究成果報
告会「オープンアクセス、サイバースカラシップ下での学術コミュニケーションの総合的研究」






鴨川 慎・古川 貴雄 
井上 素行*・松村 正三*・河野 健* 
 
1.調査研究の目的 






















・ 2010 年 9 月号：緊急地震速報の開発と効用（松村*） 
・ 2010 年 11 月号：海洋深層循環と熱輸送に関する観測研究の動向（河野*） 
・ 2011 年 2 月号：ICT 利用で世界的にオープン化が進む高等教育－先進的な eラーニングと 
オープンエデュケーショナルリソース－（古川、白川） 
○トピックス（10 報） 
・ 2010 年 5 月号：充電池・太陽電池を内蔵する小型省電力センサユニット（古川） 
・ 2010 年 6 月号：大雨等の警報・注意報を市町村単位で発表開始（鴨川） 
・ 2010 年 6 月号：コンタクトレンズ型 MEMS 眼圧センサ（古川） 
・ 2010 年 7 月号：自動車コンピュータネットワークのセキュリティ脆弱性の検証（古川） 
・ 2010 年 8 月号：CO2 排出低減効果の高いハイブリット型建設機械（鴨川） 
・ 2010 年 9 月号：水素燃料レシプロエンジンを搭載した飛行機の開発（古川） 
・ 2010 年 10 月号：河川の通水機能を持つ羽田空港 D滑走路（鴨川） 
・ 2010 年 11 月号：非識字者のためのテキストフリーインターフェース（古川） 
・ 2010 年 12 月号：深層崩壊の推定頻度を示した全国マップ（鴨川） 
・ 2011 年 1 月号：インプラント人工網膜による視覚再生 (古川) 
○Quartely Revies（4 報） 
・ No.35（2010 年 4 月）: “Toward Innovation Creation for Space Activities ”（清水） 
・ No.36（2010 年 7 月）: “Trends in Ocean Acidification Research”（河野*） 
















岡嶋 秀樹・柿崎 文彦・白川 展之・横尾 淑子 
永野 博*・馬場 錬成*・横田 慎二* 























地域社会の潜在可能性について、今後 30 年間の見通しを NISTEP REPORT №140-142（2010.6）
として取りまとめた。 








「NISTEP/GRIPS Fellowship Program: Autumn Short Course」を開催した。 
アジア・アフリカ等の新興国 9カ国（モンゴル、インドネシア、マレーシア、インド、スリ
ランカ、ケニア、ウガンダ、ガンビア、ブラジル）から 12 名の科学技術政策に携わる若手行















・2010 年 7 月号：過去の予測調査に挙げられた科学技術は実現したのか（横尾） 
・2011 年 2 月号：ICT 利用で世界的にオープン化が進む高等教育（古川・白川）（再掲） 
○トピックス(2 報） 
・ 2010 年 8 月号：2010 年米国競争力再認可法案の立法化への期待（柿崎） 






 [1] Yoshiko Yokoo「Prioritization in S&T Policy and Foresight Activities in Japan」、First 
International Conference on Foresight and Forecasting -2010 （MONGOL）, Jun 2010.  
[2] 横尾 淑子「過去の科学技術予測調査の実現状況評価から見えてくるもの」第 29 回 AIST 技
術情報セミナー, 2010 年 10 月。 
[3] Yoshiko Yokoo「The 9th S&T Foresight in Japan - Contribution of S&T to Future Society」、

























































 [1] 「科学技術コミュニケーションと e-acience」（倉田 敬子/慶應義塾大学 文学部 教授）






[1] 林 和弘*・白川 展之・玉城 わかな「電子ジャーナル化と科学コミュニティの変化」『文
部科学時報』2010 年 9 月号（再掲） 
[2] T. Furukawa, N. Shirakawa, K. Okuwada, "Quantitative Analysis of Collaborative and 
Mobility Networks"，Scientometrics ，Volume 87, Number 3, pp451-466. Feb 2011. 
[3] 白川 展之・野村 稔・奥和田 久美・古川 貴雄「電気電子領域の研究活動の東アジアシフ
ト」研究・技術計画学会,第 25 回年次学術大会『講演要旨集』pp114-117，2010 年 10 月  
[4] 古川 貴雄・白川 展之・奥和田 久美「研究者の流動性に注目したロボティクス研究の国
際比較」研究・技術計画学会 第 25 回年次学術大会『講演要旨集』pp122-127，2010 年 10 月 
[5] 野村 稔・白川 展之・奥和田 久美「電気電子・情報通信分野の研究開発における日本の
変化とその内訳分析」研究・技術計画学会第 25 回年次学術大会『講演要旨集』pp114-117，
2010 年 10 月。 
[6] N. Shirakawa, M. Nomura, K. Okuwada, T. Furukawa,"Global Trends and the Rapid Growth 
of East Asia in IEEE Publications", Proc 10th. IEEE International Conference on Industrial 





























ンケート対象者は、重点推進 4 分野及び推進 4 分野の各分野で学協会等から推薦された約 120








2010 年 12 月と 2011 年 3 月に定点調査委員会を開催し、委員会での議論を踏まえた報告書の作








[1] 科学技術の状況に係る総合的意識調査（定点調査 2010) 総合報告書（NISTEP REPORT No.146、
2011 年 5 月公表予定） 
[2] 科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査（科学技術システム
定点調査 2010) データ集（NISTEP REPORT No.147、2011 年 5 月公表予定） 
[3] 科学技術分野の課題に関する第一線級研究者の意識定点調査（分野別定点調査 2010） デー







[1] 伊神 正貫・富澤 宏之「科学技術システムの状況と変化に関する観測手法の開発とその結果 
～第 3 期科学技術基本計画についての定点調査～」, 科学技術政策研究レビューセミナー, 
2010.12.10, 東京。 
＜論文等＞ 
[1] 伊神 正貫「科学技術の状況に係る総合的意識調査 定点調査 2009」『文部科学時報』 2010
年 6 月号。 
＜報道＞ 
[1] 定点調査 2009 
・ 『化学工業日報』 2010 年 4 月 8 日（木） 2 面 
・ 『薬事日報』 2010 年 4 月 9 日（金） 8 面 
・ 『日経産業新聞』 2010 年 4 月 16 日（金） 1 面 
[2] 平成 22 年度科学技術白書に活用された定点調査 2009 のデータ 
・ 『毎日新聞』 2010 年 6 月 15 日（火） 夕刊 2面 
・ 『NHK ニュース』 2010 年 6 月 16 日（水） 
・ 『科学新聞』 2010 年 6 月 18 日（金) 1 面 



















本調査は、2006 年度から毎年 1回定期的に実施することとしており、2010 年度は 5回目の調査
となる。 
調査対象は全国の国公私立大学 764 大学、3,124 部局及び大学共同利用機関法人 4機構であり、
調査項目は大学等への過度の負担を避けるため厳選するとともに既存調査のデータを活用する。 
具体的には、教員数、流動性、研究費の状況について、文部科学省「学校基本調査（2009 年度）」、








2010 年 7 月 27 日付けで全国の大学等に対する調査の協力依頼を行った（回答期限は 2010 年 9
月 3 日）。大学から収集したデータは、文部科学省及び内閣府に提供するとともに、分析結果を

















神田 由美子・阪 彩香・伊神 正貫 
桑原 輝隆（2010 年 5 月末まで)・富澤 宏之（2010 年 6 月から) 




















2010」は 2010 年 7 月に公表し、英語版は 2011 年 2 月に公表した。 
また、2010 年度後半には、「科学技術指標 2011」に向けたデータ収集と分析を行った。その一












[1] 神田 由美子（2010.7）「科学技術指標 2010」調査資料-187 
[2] Yumiko KANDA（2011.1）「Japanese Science and Technology Indicators 2010」RESEARCH 
MATERIAL No.187。 
＜発表・講演＞ 
[1] 富澤 宏之「科学技術指標 2010」CRDS フェロー戦略会議, JST 研究開発戦略センター(CRDS), 
2010.9.8, 東京。 
[2] Hiroyuki Tomizawa, “An Example of Time Use Survey for Researchers in Higher Education 
Institutions: Japan’s Experience”, Working Party of National Experts on Science and 
Technology Indicators(NESTI), Committee of Science and Technology Policy, OECD, November 




[1] 科学新聞[2010 年 8 月 13 日]  
[2] 薬事日報[2010 年 8 月 16 日]  
[3] Biotechnology Japan（Web 上の有料記事）  
[4] 読売新聞[2010 年 8 月 22 日]（データ引用） 
[5] 文部科学広報[2010 年 9 月 1 日第 130 号]  







阪 彩香・伊神 正貫 
桑原 輝隆（2010 年 5 月末まで）・富澤 宏之（2010 年 6 月から) 











トムソンロイター社の Web of science に関して、2009 年データの蓄積、整備を行った。 
エルゼビア社スコーパスについては、2009 年データの蓄積、整備を行った。 
[2] 特許データベース 
PATSTAT2010 September Edition を入手し、SQL データベースを整備した。また、特許庁の






[1] サイエンスマップ 2008 
本分析は、2003 年から 2008 年までに全世界で発行された高被引用論文を分析対象とし、研
究領域の相互関係を俯瞰するサイエンスマップを作成する。 
本件は、NISTEP REPORT №139（2010.5）で公表した。また、OECD イノベーション戦略関連





























Academic Entrepreneurship in Japanese Universities – Effects of University 










[1] 阪 彩香・伊 神正貫・桑原輝隆（2010.5）「サイエンスマップ 2008－論文データベース分析
（2003 年から 2008 年）による注目される研究領域の動向調査－」NISTEP REPORT No.139。  
[2] 長岡 貞男*・伊神 正貫・江藤 学・伊地知 寛博（2010.11）「科学における知識生産プロセ
スの研究－日本の研究者を対象とした大規模調査からの基礎的発見事実－」調査資料-191。   
[3] 阪 彩香・桑原 輝隆（2010.12）「科学研究のベンチマーキング 2010－論文分析でみる世界
の研究活動の変化と日本の状況－」調査資料-192。 
[4] 柴山 創太郎・阪 彩香（2010.8）「大学における産学連携施策の影響の検討 Academic 
Entrepreneurship in Japanese Universities – Effects of University Interventions on 
Entrepreneurial and Academic Activities-」 Discussion Paper No.66。 
＜発表・講演＞ 
[1] Masatsura IGAMI, Ayaka SAKA, Dynamics of Science, an observation based on the Science 
Map 2002-2008, 1１th International, Conference on Science and Technology Indicators, 
2010.9.8-11, Leiden.  
[2] Masatsura IGAMI, Ayaka SAKA, What kind of political implications can we derive from 
the Science Map? A challenge in Japan, 1１th International, Conference on Science and 
Technology Indicators, 2010.9.8-11, Leiden.  
[3] Ayaka SAKA, Masatsura IGAMI, Arena for dialogue of scientists, a Web survey based on 
the Science Map 2008, 1１ th International, Conference on Science and Technology 
Indicators, 2010.9.8-11, Leiden.  
[4] Ayaka SAKA, Terutaka KUWAHARA, Quantitative Comparative study of the Research 
Activities of Japanese and UK Universities, 1１th International, Conference on Science 
and Technology Indicators, 2010.9.8-11, Leiden.  
[5] 阪 彩香・伊神 正貫「サイエンスマップにみる科学の流れ」研究・技術計画学会,  第 25
回年次学術大会, 2010.10.9-10, 東京。 
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（７）科学技術基盤調査研究室 
[6] 伊神 正貫・阪 彩香・梶川 裕矢「科学技術知識のマッピング研究の現状と今後の課題」
研究・技術計画学会,  第 25 回年次学術大会, 2010.10.9-10, 東京。 
[7] 伊神 正貫・阪 彩香「ネットワーク指標を用いた高い継続性や波及効果を持つ研究領域の
探索，サイエンスマップの活用事例」研究・技術計画学会,  第 25 回年次学術大会, 
2010.10.9-10, 東京。 
[8] 富澤 宏之「科学論文を引用することは特許の影響力を増大させるか」研究・技術計画学会, 
第 25 回年次学術大会, 2010.10.9-10, 東京。 
[9] 富澤 宏之「科学知識生産の世界地図の刷新」研究・技術計画学会, 第 25 回年次学術大会,  
2010.10.9-10, 東京。 
[10] 富澤 宏之「OECD におけるビブリオメトリクス関連指標開発の取り組み」科学技術政策研究
所講演会, 2010.6.21, 東京。 
[11] 富澤 宏之「科学知識生産の急激な変化について」研究・技術計画学会, 第 31 回科学技術政
策分科会（講演）, 2010.7.20,  政策研究大学院大学, 東京。 
[12] 富澤 宏之「科学研究の知識スピルオーバーの測定 －第２世代型サイエンスリンケージ分析
の構想－」第 29 回 GIST セミナー（講演）, 2011.2.9, 政策研究大学院大学, 東京。 
[13] 阪 彩香「論文分析でみる世界の研究活動の変化と日本の状況」JST-CRDS, 2011.1.18, 東京。 
[14] 阪 彩香「科学研究のベンチマーキング 2010－論文分析でみる世界の研究活動の変化と日本
の状況－」第 8回 SPARC Japan セミナー 2010, 2011.2.3, 東京。 
[15] 阪 彩香「科学研究のベンチマーキング 2010－論文分析でみる世界の研究活動の変化と日本
の状況－」北海道大学 工学研究院 学術講演会, 2011.2.9, 北海道。 
[16] Sadao Nagaoka, Masatsura Igami, Manabu Eto and Tomohiro Ijichi, Knowledge creation 
process in science: Initial findings from the scientists survey in Japan, The 
Organisation, Economics and Policy of Scientific Research, 2011.2.18-19, Torino.  
[17] John P. Walsh, Yeonji No, Masatsura Igami and Sadao Nagaoka, Collaboration and 
commercializing academic science: Findings from a US author survey, The Organisation, 
Economics and Policy of Scientific Research, 2011.2.18-19, Torino.  
＜論文等＞ 
[1] 阪 彩香『文部科学時報』 2010 年 7 月号, サイエンスマップ 2008 
[2] 阪 彩香『文部科学教育通信』2011 年 2 月 28 日号, 科学研究のベンチマーキング 2010－論
文分析でみる世界の研究活動の変化と日本の状況－ 
＜報道＞ 
[1] 平成 22 年度科学技術白書に活用された科学技術基盤調査研究室調べの論文データ 
・ 『日本経済新聞』   2010 年 6 月 15 日（火）夕刊 3面 
・ 『日経産業新聞』   2010 年 6 月 16 日（水）11 面 
・ 『日本経済新聞』   2010 年 7 月 20 日（火）夕刊 3面 
・ 『日本経済新聞』   2010 年 8 月 11 日（水）朝刊 3面 
[2] NISTEP REPORT No.139 サイエンスマップ 2008 
・ OECD イノベーション戦略関連文書指標概要（Compendium of statistical indicators） 
・ OECD Measuring Innovation: A New Perspective 
・ 『朝日新聞』       2010 年 6 月 8 日（火）朝刊 31 面 
・ 『科学新聞』       2010 年 6 月 18 日（金）6面 
・ 『BTJ ジャーナル』（日経 BP 社）  2010 年 6 月号  No.054 
・ 『科学新聞』       2010 年 7 月 16 日（金）2面 
[3] 調査資料-191 科学における知識生産プロセスの研究 －日本の研究者を対象とした大規模
調査からの基礎的発見事実－ 
・ 『毎日新聞』       2010 年 11 月 5 日（金）朝刊 2面 
・ 『科学新聞』       2010 年 11 月 12 日（金）1面 




・ 『日本経済新聞』   2011 年 1 月 1日（土）20 面 
[4] 調査資料-192 科学研究のベンチマーキング 2010 －論文分析でみる世界の研究活動の変
化と日本の状況－ 
・ 『日本経済新聞』          2010 年 12 月 17 日（金）朝刊 42 面 
・ 『日経産業新聞』          2010 年 12 月 17 日（金）8面 
・ 『Biotechnology Japan』   2010 年 12 月 21 日（火）有料記事 
・ 『BTJ ジャーナル』         2010 年 12 月号 No.060 p.2-5 
・ 『毎日新聞』              2011 年 1 月 7日（金）朝刊 22 面 
[5] NISTEP REPORT No.100 サイエンスマップ 2004 
・ 『Atlas of Science: Visualizing What We Know』 P46-47（「Part 2: The History of 
Science Maps」の 2007 年）、著者：Katy Börner、出版日：2010 年 10 月 31 日、出版社：
The MIT Press 
[6] NISTEP REPORT No.122 日本の大学に関するシステム分析 







科学研究費補助金     
研究者 交付機関 研究種目 分類 開始年度 備考 
加藤 真紀 日本学術振興会 基盤研究(C) 新規 22 年度  
浦島 邦子 日本学術振興会 基盤研究(C) 新規 22 年度   
古川 貴雄 日本学術振興会 基盤研究(C) 新規 22 年度   
山内 勇 文部科学省研究振興局 若手研究(B) 新規 22 年度   
長谷川 光一 文部科学省研究振興局 若手研究(B) 新規 22 年度  
大竹 洋平 文部科学省研究振興局 若手研究(B) 継続 21 年度   








基盤研究(C) 新規 19 年度 研究分担者 









 ・研究・技術計画学会 編集委員会委員（2009.10.1～2011.9.30） 
 ・研究・技術計画学会 評議委員会評議員（2009.10.1～2011.9.30） 













・「第 3 期科学技術基本計画に係るフォローアップ調査研究」日本学術会議 材料工学委員会 
材料構造化コンバージング・テクノロジー分科会, 2010.4.14 
・「エビデンスに基づく科学技術イノベーション政策の推進」俯瞰ワークショップ, 科学技術振
興機構 研究開発戦略センター, 2010.6.7 
・日本学術会議 科学者委員会 学術統計分科会（第 1 回）2010. 8.20（第 2 回）2010.9.29
（第 3回）2010.11.1 
・「科学技術指標 2010 にみる我が国の科学技術の状況」日本学術会議事務局 科学者委員会学術
統計検討分科会（第 2回）, 2010. 9.29 
・研究・技術計画学会, 第２５回年次学術大会, 亜細亜大学, 2010.10.9-10 
・平成 22 年度埼玉県科学技術会議, 埼玉県知事公館, （第 1回）2010.10.18。（第 2回）2011. 
2.9 
・「我が国の大学システムと科学技術人材の現状と展望－科学技術政策研究の視点から－」北陸
先端科学技術大学院大学創立 20 周年記念シンポジウム, 2010.10.27。 
・「Japan and the world between 2010 and 2040」駐日欧州連合代表部, 2011.1.21 
・日本学術会議 機械工学委員会生産科学分科会, 2011.2.4 
 ・科学技術イノベーション政策における『政策のための科学』検討ワークショップ, 科学技術
振興機構, 2011.2.14 
 ・「Issues and Challenges of the Japanese S&T Policy in the Next Decad」“Bridging Nations 
and Fields: East Asian Approaches to Science and Technology Policy” Washington,D.C. 
(USA）,20.Feb 2011. 




















 ・武蔵大学 非常勤講師（2010.6.1～2011.3.31） 
 ・平成 22 年公認会計士試験委員（2010.6.1～2010.11.30） 
 ・(株)三菱化学テクノリサーチ 平成 22 年度特許出願動向調査「マクロ調査」に係わる 
  委員会委員（2010.11.1～2011.2.28) 
 ・政策研究大学院大学 連携教授（2010.6.23～2011.3.31） 































 ・(独)JST イノベーションプラザ及び JST イノベーションサテライト評価委員会委員 




























・IEEE-DEIS-EHD 委員会 運営秘書（2000-現在） 
・IEEE-IAS 委員会 運営委員（1998-現在） 
・名古屋大学エコトピア研究所客員教授（2010.4.1～2011.3.31） 
・（社)国際環境研究協会 環境省 H22 年度環境研究企画委員会第 5研究分科会委員 
（2010.4.1.～2011.3.31） 
・青森県平成 22 年度七戸町エネルギー環境教育プログラム策定委員会委員 
（2010.8.25～2011.2.28） 
・経済産業省 産業技術環境局 産業構造審議会臨時委員 
・大学電気系教員協議会オーガナイザー（2010 年 7 月） 
重茂 浩美（上席研究官） 
・東京大学 ライフサイエンス委員会 倫理審査専門委員会委員（2009.10.1～2012.3.31） 
 ・文部科学省科学技術・学術政策局「バイオセキュリティの向上に資する公衆衛生措置に 













 1．全米科学財団(NSF)＜米国＞ （1989.1.5） 
 2．マサチューセッツ工科大学(MIT)＜米国＞ （1989.6.8） 
 3．フラウンホーファー協会 システム・イノベーション研究所(ISI)＜独国＞ 
 （1990.2.5/2010.12.31） 
 4．科学技術政策研究院(STEPI)＜韓国＞ （1993.3.8/2011.11.30） 
 5．マンチェスター大学工学・イノベーション研究所(MIoIR)＜英国＞ 
 （1993.10.1/2012.8.31） 
 6．ジョージ・メイソン大学(GMU)公共政策研究科(SPP)＜米国＞ （1993.12.28/2012.6.19） 
 7. 中国科学技術発展戦略研究院(CASTED)＜中国＞ （1994.1.18/2012.10.15） 
 8．青少年・国民教育・研究省技術局及び研究局(旧研究技術総局)＜仏国＞ （1994.5.20） 



















2010/ 5/10 - 5/15 中国（桂林、シンセン） 
    第 7 回日中科学技術政策セミナー講演等 
    和田 智明：所長 
2010/ 5/10 - 5/16 カナダ（オタワ）、米国（ワシントン DC） 
    
カナダ政府関係機関での調査実施及びAAAS主催政策フォーラム参
加 
    長野 裕子：第 3調査研究グループ 総括上席研究官 
2010/ 5/30 - 6/3 ベルギー（ブラッセル、ルーベン） 
    欧州委員会 AUGUR ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄｺﾝﾌｧﾚﾝｽ出席、IMEC 訪問等 
    奥和田 久美：科学技術動向研究センター長 
2010/ 5/31 - 6/12 ベルギー（アントワープ） 
    IMEC Technology Forum 出席 
    野村 稔：科学技術動向研究センター 客員研究官 
2010/ 6/4 - 6/14 スペイン（ビルバオ）、英国（ロンドン） 
    
ISPIM 学会発表、インペリアルカレッジ及びクランフィールド大学
訪問、打ち合わせ 
    長谷川 光一：第 2研究グループ 研究員 
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2010/ 6/10 - 6/13 モンゴル（ウランバートル） 
    予測会議 2010（モンゴル科学アカデミー）出席 
    横尾 淑子：科学技術動向研究センター 上席研究官 
2010/ 6/18 - 6/27 カナダ（セントジョン、セントジョンズ） 
    
第 7 回汚染コントロールと持続可能なエネルギーのための国際シ
ンポジウム参加、流体力学ワークショップ参加 
    浦島 邦子：科学技術動向研究センター 上席研究官 
2010/ 6/25 - 6/30 インド（デリー、バンガロール） 
    NISTADS 訪問、バンガロール企業視察 
    和田 智明：所長 
    平田 容章：企画課長補佐 
2010/ 7/13 - 7/18 インドネシア（デンパサール） 
    国際環境工学会議出席 
    浦島 邦子：科学技術動向研究センター 上席研究官 
2010/ 7/27 - 8/2 米国（ハワイ） 
    
2010 Advanced Summer School of Nuclear Engineering and 
Management with Social-Scientific Literacy における討論等 
    細野 光章：第 3調査研究グループ 上席研究官 
2010/ 8/25 - 8/30 タイ（バンコク） 
    
APEC「低炭素社会戦略に関するワークショップ」出席、環境とエ
ネルギーに関する情報交換 
    浦島 邦子：科学技術動向研究センター 上席研究官 
2010/ 8/30 - 9/3 中国（北京） 
    企業等訪問調査 
    米山 茂美：第 2研究グループ 総括主任研究官 
2010/ 9/7 - 9/12 オランダ（ライデン） 
    STI Conference 2010 
    伊神 正貫：科学技術基盤調査研究室 主任研究官 
    阪 彩香 ：科学技術基盤調査研究室 主任研究官 
    齋藤 経史：第 1調査研究グループ 研究員 
2010/ 9/10 - 9/13 中国（北京） 
    THE FIRST ASIAN SEMINAR IN REGIO-NALSCIENCE 出席 
    加藤 真紀：第 1調査研究グループ 上席研究官 
2010/ 9/13 - 9/18 フランス（パリ） 
    OECD にてセミナーの実施、関係者との意見交換、データ収集 
    加藤 真紀：第 1調査研究グループ 上席研究官 
2010/ 9/19 - 9/23 ベトナム（ホーチミン） 
    (財)日本生産性本部によるベトナム視察への同行 
    米山 茂美：第 2研究グループ 総括主任研究官 
2010/ 10/6 - 10/8 韓国（チェジュ） 
    
第 5 回日中韓科学技術政策セミナーへの出席・講演、KISTEP との
研究協力に係る覚書(MOU)の更新 
    桑原 輝隆  ：所長 
    奥和田 久美：科学技術動向研究センター長 
    浦島 邦子  ：科学技術動向研究センター 上席研究官 




    齋藤 経史 ：第 1調査研究グループ 研究員 
    星越 明日香：企画課 国際研究協力官 
2010/ 10/18 - 10/21 米国（ワシントン DC） 
    AAAS 内の SiSIP の WS 出席 
    柿崎 文彦：科学技術動向研究センター 主任研究官 
2010/ 10/27 - 10/27 韓国（ソウル） 
    The Forum on S&T Vision for the Future 出席 
    奥和田 久美：科学技術動向研究センター長 
2010/ 11/7 - 11/12 フランス（パリ） 
    OECD/ NESTI（科学技術指標専門家作業部会）2010 年会合出席 
    富澤 宏之：科学技術基盤調査研究室長 
2010/ 11/28 - 12/5 米国（ボストン） 
    MRS 出席 
    浦島 邦子：科学技術動向研究センター 上席研究官 
2010/ 11/29 - 12/1 韓国（ソウル） 
    韓国(STEPI)主催のセミナー出席 
    横尾 淑子：科学技術動向研究センター 上席研究官 
2010/ 12/7 - 12/11 中国（香港、マカオ） 
    
2010 IEEE International Conference on Industrial Engineering 
and Engineering Management 出席 
    白川 展之：科学技術動向研究センター 上席研究官 
2010/ 12/12 - 12/18 フランス（ストラスブール）、ベルギー（ブリュッセル） 
    EU Visiting Programme(短期招聘訪問ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ)参加、意見交換等
    細野 光章：第 3調査研究グループ 上席研究官 
2011/ 2/6 - 2/12 韓国（ソウル） 
    THe APEC Research and Technology 2011(ART2011)参加 
    鐘ヶ江 靖史：第 1調査研究グループ 研究官 
2011/ 2/17 - 2/21 イタリア（トリノ） 
    
The Organisation, Economics and Policy of Scientific Research
出席 
    伊神 正貫：科学技術基盤調査研究室 主任研究官 
2011/ 2/17 - 2/22 米国（ワシントン DC) 
    
米国科学振興協会（AAAS）年次大会におけるシンポジウム・レセ
プション出席、ジョージメイソン大学（GMU）表敬訪問 
    桑原 輝隆  ：所長 
    奥和田 久美：科学技術動向研究センター長 
    牧 慎一郎 ：企画課長 
    星越 明日香：企画課 国際研究協力官 
2011/ 3/21 - 3/26 中国（上海、北京、天津） 
    
スーパーコンピュータセンター（天津・上海）訪問、中国科学院
（SCCAS・ICT）訪問、上海市科学学研究所訪問、NEC 中国研究院訪
問、「Cloud Computing China Congress 2011」参加 
    野村 稔：科学技術動向研究センター 客員研究官 
2011/ 3/24 - 3/28 中国（三亜） 
    ICFEE 未来環境エネルギー大会ヘ出席 







2010/ 3/10    米国 
 Christopher Hill 
    
：George Mason University/School of Public Policy/Professor 
ジョージメイソン大学/公共政策学部/教授 
2010/ 4/23    英国 
 山田 直 
    ：フリーコンサルタント 
2010/ 4/26    韓国 
 ○June Seung Lee 
    
：Koreand Institute of Science and Technology Evaluation and 
Planning/President 
韓国科学技術政策評価企画院/院長 
 Donghoon Oh（Head） 
    
：Koreand Institute of Science and Technology Evaluation and 
Planning/President 
韓国科学技術政策評価企画院 
2010/ 5/18    中国 
 ○羅勇 
    
：Institute of Scientific and Technical Information of 




    
：Institute of Scientific and Technical Information of 
China/Research 
  Center for Strategic Science and Technology Issues 
中国科学技術信息研究所（ISTIC）/戦略研究センター/副研究員 
2010/ 5/27    米国 
 ○Christopher Hill 
    
：George Mason University/School of Public Policy/Professor 
ジョージメイソン大学/公共政策学部/教授 
 George Heaton  
    ：Technology Policy International 
 Pat Windham  
    ：スタンフォード大学 
2010/ 6/4    韓国 
 ○Jaeho Yeom 
    
：Korea University/Professor 
韓国大学/教授 
 Won-Hong Lee 
    ：Asian Research Policy 
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2010/ 6/28   中国 
 Jing DONG 
    
：Associate Professor of Strategy and Organization and 
Director of the Center of Corporate Innovation and Competitiveness
Shanghai University of Finance and Economics 
School of International Business Administration 
上海財経大学/国際経営管理学院/准教授 
2010/ 7/22    カナダ 
 ○G. Mark Scullion（マーク・スカリオン） 
    ：在京カナダ大使館/科学技術参事官 
    米道 早苗 
    ：在京カナダ大使館/調査官（科学技術） 
2010/ 8/24    米国 
 ○Michael Gorman 
    ：NSF/STS/Program Director 
 篠原 加寿子 
    ：NSF 東京事務所/科学担当官 
2010/ 8/31    カナダ 
 ○G. Mark Scullion（マーク・スカリオン） 
    ：在京カナダ大使館/科学技術参事官 
 米道 早苗 
    ：在京カナダ大使館/調査官（科学技術） 
2010/ 9/7    EU 駐日事務所 
 ○Barbara Rhode（バーバラ・ローデ） 
    
：Delegation of the European Union to 
Japan/Minister-Counsellor&Head of Science and Technology Sesion
駐日欧州連合代表部/公使参事官・科学技術部長 
 木村 彰 
    
：Delegation of the European Union to Japan/Science and Technology 
Sesion/Research Officer 
駐日欧州連合代表部/科学・技術担当官 
2010/ 9/10    台湾 
 ○Chao-Tung Wen 
    
：National Chengchi University/Institute of Technology & Innovation 
Management/ Professor and 
Center for Creativity and Innovation Studies/Head 
 Yu-Ting Cheng 
    
：National Chengchi University/Data Mining Center/Head and  
National Chengchi University/Department of Statistics/ Associate 
Professor 
 Yi-Wen Chen 
    
：Tamkand University/Department of Information and 
Communication/Assistant Professor 
 Yu-Ju Lo 
    ：National Chengchi University/PhD Candidate 
 Tien-Chi Lin 
    ：National Chengchi University/PhD Student 
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 Hsueh-Liang Fan 
    ：National Chengchi University/PhD Student 
 Hsin-Yi Hu 
    ：National Chengchi University/PhD Student 
2010/ 9/15    中国 
 ○阮 湘平（RUAN Xiangping） 
    
：Embassy of the People's Republic of China/ Consellor 
中華人民共和国中日本国大使館/参事官 
 李 纓（LI Ying） 
    
：Embassy of the People's Republic of China/ Consellor 
中華人民共和国中日本国大使館/参事官 
 苗 允（MIAO Yun） 
    
：Embassy of the People's Republic of China 
中華人民共和国中日本国大使館/三等書記官 
2010/ 9/17    タイ 
 Dr. Nares Damrongchai 
    
：National Science Technology and Innovation Policy Office 
Director of Policy Research and Management Department 
2010/ 9/22    OECD 
 Andrew W. Wyckoff（アンドリュー・ワイコフ） 
    
：OECD/Directorate for Science, Technology and Industry/ Director
経済協力開発機構/科学技術産業局/局長 
2010/ 10/5    スウェーデン 
 ○Göran Marklund（ギョーラン・マルクラント） 
    
：The Swedish Governmental Agency for Innovation Systems  
(VINNOVA)/External Affairs/ Deputy Director General, Divisionfor 
Operational Development/Director and Head 
 Lennart Stenberg（レナート・ステンベリ） 
    
：The Swedish Governmental Agency for Innovation Systems(VINNOVA)
/International co-operation and analysis/ Senior advisor 
2010/ 10/7    ドイツ 
 ○Martina Munsel 
    
：Ministry of Innovation, Science and Research of the German State 
of  
North Rhine-Westphalia/Deputy Head of Strategy Unit for European 
and  
Int'l Cooperation 
 Georg Loeer 
    ：NRW Japan K.K./President 
2010/ 10/15    ロシア 
 Yury Denisov (ユーリ・デニソフ） 
    ：ロシア科学アカデミー 
2010/ 10/21    英国 
 
David Cope（デイビット・コープ） 
：Professor, Director, Parliamentary Office of Science and 




2010/ 11/1    韓国 
 Jaeyong Hur（ジェヨン・ホー） 
    
：Embassy of the Republic of Korea Tokyo/Counselor for Science and 
Technology, Embassy of the Republic of Korea Tokyo 
駐日本国大韓民国大使館/教育科学官 






：Mongolian Academy of Sciences 
 Arvinbayar BAATAR（モンゴル） 
    ：National Development and Innovation Committee 
 Kasturi MITRA（インド） 
    ：NISTADS (CSIR), Govt. of India 
 Avinash Prasad KSHITIJ（インド） 
    ：NISTADS (CSIR), Govt. of India 
 Udumalagala Gamage Sujini Tharanga Gamage（スリランカ） 
    ：National Science Foundation, Sri Lanka 
 Salim Ali SALIM（ケニア） 
    ：National Council for Science & Technology 
 Emmanuel ZZIWA（ウガンダ） 
    ：National Agricultural Research Organization 
 Demétrio Gaspari Cirne de TOLEDO（ブラジル） 
    
：University of São Paulo, Dep. of Sociology 
MIT Visiting Doctoral Student, Dep. of Political Science 
 Purnama ALAMSYAH（インドネシア） 
    ：Indonesian Institute of Sciences (LIPI) 
 Fairul Hafifi bin KASIM（マレーシア） 
    
：International Division, Ministry of Science, Technology and 
Innovation (MOSTI) Malaysia 
 Hafizul Hanif Bin Abu Bakar（マレーシア） 
    ：Ministry of Science, Technology and Innovation (MOSTI) Malaysia
 Alpha BAH（ガンビア） 
    ：Ministry of Basic and Secondary Education (MoBSE) 
2010/ 11/26    アフリカ 
 ○Korjé BEDOUMRA（コージェ・ベドウムラ） 
    
：African Development Bank/ Vice-President 
アフリカ開発銀行/副総裁 
 Yan Liu 
    
：African Development Bank/ Principal Human Resources Officer 
アフリカ開発銀行/人事担当 
 武居 桂子（Keiko Takei） 
    




2011/ 1/25   NSF 
 ○Anne Emig（アン・エミッグ） 
    
：Head of the U.S. National Science Foundation (NSF) Tokyo Regional 
Office 
NSF 東京事務所/所長 
 篠原 加寿子 
    ：NSF 東京事務所/科学担当官 
2011/ 2/15    韓国 
 ○Jaeyong Hur（ジェヨン・ホー） 
    
：Embassy of the Republic of Korea Tokyo/Counselor for Science and 
Technology, Embassy of the Republic of Korea Tokyo 
駐日本国大韓民国大使館/教育科学官 
 Hi Sang Yang （ヒサン・ヤン） 
    
：Embassy of the Republic of Korea Tokyo/Counselor for Science and 
Technology, Embassy of the Republic of Korea Tokyo 
駐日本国大韓民国大使館/教育科学官 
2011/ 2/9    スウェーデン 
 ○Kamilla Kohn Rådberg 
    
：Head of Office, Office of Science & Innovation, Swedish Agency for 
Growth Policy Analysis, Embassy of Sweden, Washington DC, USA 
 Carl Jeding 
    
：Head of Office, Office of Science & Innovation, Swedish Agency for 
Growth Policy Analysis, Embassy of Sweden, Beijing, China 
 Andreas Muraniy 
    
：Head of Office, Office of Science & Innovation, Swedish Agency for 
Growth Policy Analysis, Embassy of Sweden, New Delhi, India 
 Andreas Larsson 
    
：Technical Development Coordinator, Swedish Agency for Growth 
Policy  
Analysis, Stockholm, Sweden  
 Markus Bergfors 
    
：Technical Development Coordinator, Swedish Agency for Growth 
Policy  
Analysis, Stockholm, Sweden 
 Zhang Yaoyao 
    
：Analyst, Office of Science & Innovation, Swedish Agency for Growth 
Policy Analysis, Embassy of Sweden, Beijing, China 
 Shigeyuki Naito 
    
：Office of Science & Innovation, Swedish Agency for Growth Policy
Analysis, Embassy of Sweden, Tokyo, Japan 
 Miki Arai（新井 美生） 
    
：Group Secretary, Office of Science & Innovation, Swedish Agency 
for  
Growth Policy Analysis, Embassy of Sweden, Tokyo, Japan 
 Niklas Kviselius 
    
：Attaché, Office of Science & Innovation, Swedish Agency for Growth 
Policy Analysis, Embassy of Sweden, Tokyo, Japan 
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2011/ 3/5    英国 
 Patrick Reinmoeller 
    
：Cranfield School of Management,Cranfield University, United 
Kingdom 







 Barrie STEVENS（OECD） 
    
：Advisory Unit to the Secretary General, International Futures 
Programme, Organization for Economic Co-operation and Development 
(OECD) 
 Martin GLASSPOOL（英国） 
    
：Government Office for Science, Department for Business, Innovation 
and Skills (BIS) 
英国ビジネス・イノベーション・技能省 
 Kerstin CUHLS（ドイツ） 
    
：Fraunhofer Institute for Systems and Innovation (FhG-ISI) 
独フラウンホーファー協会システム・イノベーション研究所 
 Timothy M. PERSONS（米国） 
    
：United States Government Accountability Office (GAO) 
米国政府説明責任局（GAO） 
 Blaž GOLOB（スロベニア） 
    
：Centre for eGovernance Development for South East Europe (CeGD)
(and President Bled Forum on Europe) 
スロベニア東南欧 Eガバナンス発展センター 
 LI Wan（李万）（中国） 
    
：Shanghai Institute for Science of Science （SISS） 
上海市科学学研究所/所長補佐 
 Barbara RHODE（欧州連合） 
    
：Delegation of the European Union to Japan, European Union  
駐日欧州連合代表部 
 Youki CHAMBERLAIN（欧州連合） 
    
：Delegation of the European Union to Japan, European Union  
駐日欧州連合代表部 
 Nares DAMRONGCHAI（タイ） 
    
：APEC Center for Technology Foresight 
APEC 技術予測センター 
 Hyun YIM（韓国） 
    
：Technology Foresight Center, Korea Institute of S&T Evaluation and 
Planning 
韓国科学技術評価計画院（KISTEP） 
 Zhang Conghui（張聡慧）（中国） 
    





 Li Lixiong（李力雄）（中国） 
    
：Science and Technology Commission of Shanghai Municipality 
上海市科学技術委員会/発展研究処主任科員 
 Xu Lei（徐磊）（中国） 
    
：Shanghai Institute for Science of Science 
上海市科学学研究所/助手研究員 
 Zhang Renkai（張仁開）（中国） 
    
：Shanghai Institute for Science of Science 
上海市科学学研究所/助手研究員 
2011/ 3/9    オランダ 
 Barend van der Meulen 
    
：Head, Department of Science System Assessment, Rathenau Institute
ラテナウ研究所/科学システムアセスメント部長 
 Dr. Frans Brom 
    
：Head, Department of Technology Assessment, Rathenau Institute 
ラテナウ研究所/テクノロジーアセスメント部長 
 Bart Walhout 
    
：Researcher, Technology Assessment, Rathenau Institute 
ラテナウ研究所/テクノロジーアセスメント部/研究員 
 Daan Archer 
    
：Attaché for Science and Technology, Netherlands Embassy in Tokyo
在京オランダ大使館/科学技術アタッシェ 
 Violet Steeghs 
    
：TA researcher at Netherlands Embassy in Tokyo 
在京オランダ大使館/テクノロジーアセスメント研究員 
 Kikuo Hayakawa 
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(2) NISTEP セミナーの開催 










奥和田 久美・横尾 淑子・浦島 邦子：科学技術動向研究センター 
 
2010.8.6                                       
「平成 21 年度 民間企業の研究活動に関する調査 結果報告」 
永田 晃也：第 2研究グループ 
 
2010.8.31                                       
「第 2回全国イノベーション調査 結果報告」 
大橋 弘・西川 浩平：第 1研究グループ 
 
2010.10.14                                      
「将来社会を支える科学技術の予測調査－総合レポート－」概要 
 横尾 淑子：科学技術動向研究センター 
 







2010.4.8                                                          NISTEP-JST.CRDS共催  
「システム科学の展望」 
「システム科学の必要性－産業界の視点から」 
木村 英紀：JST-CRDS 上席フェロー 
桑原 洋：株式会社日立製作所 特別顧問 
 
2010.4.15                            NISTEP-JST.RISTEX共催  
 「世銀の科学技術に関する支援と、日本との協調ワークの可能性について」 
Alfred Watkins：世界銀行 科学技術プログラムコーディネーター 
 
2010.5.13                              第２研究グループ  
 「新しい資源としてのデザインの存在」 






2010.5.17                                   企画課  
 「中堅私立大学・高等学校の現場で見る「理系離れ」の現状」 
西川 光俊：企画課 客員研究官 
学校法人大阪産業大学 法人本部事務局 綜合企画室 企画課長 
兼 大阪産業大学 入試センター 入試課長 
 
2010.5.24                            第 1 調査研究グループ  
 「科学技術行政における信託の活用について」 
茶山 秀一：第 1･2 調査研究グループ 総括上席研究官 
 
2010.6.21                           科学技術基盤調査研究室  
 「OECD におけるビブリオメトリクス関連指標開発の取り組み」 
富澤 宏之：科学技術基盤調査研究室長 
 
2010.6.22                            第 2 調査研究グループ  
 「単年度会計の下で実現可能な研究費の柔軟化方策について」 
高橋 宏：独立行政法人科学技術振興機構 総務部 主監（プログラムディレクター） 
 




2010.6.28                              第 2 研究グループ  
 「Technology and Innovation Policy of Shanghai Government and its Effects on Companies’ 
Development」Dr. Dong Jing（董 静）：上海財経大学 国際経営管理学院 准教授 
 
2010.7.6                             第 1 調査研究グループ  
 「日本企業のイノベーション力の人的基盤：その現状と未来」 
中田 喜文：同志社大学大学院 総合政策科学研究科 教授 
藤本 哲史：同志社大学大学院 総合政策科学研究科 教授 
 
2010.7.21                           科学技術動向研究センター  
 「論文のオープンアクセスの動向」 
  1．研究者の立場からオープンアクセスをどう捉えるか 
  2．米国においてオープンアクセス化論議はどのように展開してきたか 
轟 眞市：独立行政法人物質・材料研究機構 主幹研究員 
遠藤 悟：東京工業大学 教授 
 
2010.7.28                              NISTEP-JST.CRDS共催  




2010.7.30                          科学技術動向研究センター  
 「建設業における生物多様性保全と科学技術（生態学）」 





2010.8.2                              NISTEP-JST.CRDS共催  
 「Review of Reverse Innovation,Disruptive Innovation:New Vision of Innovation System  
Expansion in Asia」 
Chang Chieh Hang：Division of Engineering ＆ Technology Management,National University  
of Singapore  
 
2010.8.5                             第 1 調査研究グループ  
 「科学技術への市民参加や科学コミュニケーションの現状と課題 
～欧州・米国における動向を踏まえた我が国のあり方について～」 
中村 征樹：大阪大学大学教育実践センター 高等教育研究開発部門 准教授 
 
2010.8.27                              NISTEP-JST.RISTEX共催  
 「科学・技術におけるガバナンス：市民参加型社会イノベーションについて」 
Dr.Robby Berloznik：ベルギー フラマン議会社会技術機構（IST） 所長 
 




2010.9.1                                    企画課  
 「日米原子力協定の成立経緯と今後の問題点」 
遠藤 哲也：財団法人日本国際問題研究所 シニアフェロー 
 
2010.9.2                                                     科学技術動向研究センター  
 「生活習慣病及び高次脳機能障害の新しい発症概念 
－疾病発症のリスク要因は胎児期の栄養環境である（生活習慣病胎児期発症起源説－」 
福岡 秀興：早稲田大学総合研究機構 胎生期エピジェネティクス制御研究所 客員教授 
 
2010.9.15                                                                     企画課  
 「日本は、中国の科学技術力をどう『利用』すべきか」 
各国科学技術情勢シリーズ（中華人民共和国） 
伊佐 進一：前在中華人民共和国日本国大使館 経済部 一等書記官 
 
2010.9.17                                                    科学技術動向研究センター  
 「タイにおけるイノベーションシステムについて」 
Dr. Nares Damrongchai：Executive Director of APEC Center for Technology Foresight at 
              National Science and Technology Development Agency、Thailand 
 
2010.9.28                                                    科学技術動向研究センター  
 「デザインエンジニア：イノベーションの現場からの報告」 
田川 欣哉：takram design engineering 代表取締役 
 
2010.9.29                              NISTEP-GRIPS共催  
「The European Research Area and ERAWATCH: Tools for Policy Monitoring & Learning 
（欧州リサーチエリア（ERA）と ERAWATCH：政策のモニタリングと学習のツールとして）」 










2010.10.13                                   企画課  
 「韓国の科学技術政策 ～我が国のベンチマーキング対象として」 
    各国科学技術情勢シリーズ（大韓民国） 
岩渕 秀樹：前在大韓民國日本国大使館 経済部 一等書記官 
 
2010.10.18                            NISTEP-JST.CRDS共催  
 「公的研究開発の社会における意義－製薬・バイオ分野の研究開発の現状に着目して－」 
隅蔵 康一：政策研究大学院大学 准教授 
 
2010.10.21                              第 3 調査研究グループ  
 「科学技術政策のためのエビデンスとは？：英国議会科学技術局等の事例から」 
デイビット・コープ：英国議会 科学技術局 局長・教授 
 
2010.10.22                            第 2 調査研究グループ  
 「ライフサイエンス分野における研究ガバナンス－国際動向と日本の課題」 
加藤 和人：京都大学 人文科学研究所文化研究創成部門 准教授 
 
2010.10.25                            NISTEP-JST.CRDS共催  
 「Policy and R&D on IT Convergence in Korea - Focused on R&D of KAIST Institute for IT 
Convergence」 
Professor Dong-Ho Cho：Director, KAIST Institute for IT Convergence, Korea Advanced 
Institute of Science and Technology (KAIST)  
 
2010.10.25                          科学技術動向研究センター  
「シリコンバレーは死んだのか？－イノベーションプラットフォームとしてのシリコンバレー
最新状況」 
大澤 弘治: Global Catalyst Partners、Managing Principal & Co-Founder 
 
2010.11.2                          科学技術動向研究センター  
 「日本の産業競争力の強化に向けて：光学産業の現状と大学教育への期待」 
大木 裕史：株式会社ニコン 執行役員 
 
2010.11.4                           NISTEP-JST.RISTEX共催  
 「米国科学技術外交における最近の動向と科学イノベーション政策について」 
Dr. Norman P. Neureite：全米科学振興協会（AAAS）科学技術安全保障政策センター（CSTSP） 
上級顧問 
 
2010.11.5                          科学技術動向研究センター  
 「科学技術コミュニケーションと e-acience」 






2010.11.10                         科学技術動向研究センター  
 「バイオファブリケーション研究の動向と今後の展望」 
中村 真人：富山大学大学院 理工学研究部 教授 
 
2010.11.25                                     企画課  
「ロシアのイノベーション政策から学ぶこと」 
各国科学技術情勢シリーズ（ロシア連邦） 
山下 恭範：前在ロシア日本国大使館 一等書記官 
 
2010.11.29                            NISTEP-JST.CRDS共催  
 「英国における科学イノベーション政策形成と政策研究の連携－イノベーション・プロセスに
おける産学連携の役割を事例として」 
Alan Hughes：ケンブリッジ大学 ビジネス研究センター 所長 
 
2010.11.30                         科学技術動向研究センター  
 「バイオリファイナリーの現状と展望」 
 近藤 昭彦：神戸大学大学院 工学研究科 統合バイオリファイナリーセンター長・教授 
 
2010.12.8                            NISTEP-JST.CRDS共催  
 「Exploring the Identify of 21st Century Asian city」 
Professor Seetharam Kallidaikurichi：Director, Global Asia Institute, National  
University of Singapore 
 
2010.12.17                         科学技術動向研究センター  
 「マイクロ RNA の制御異常と発がんについて」 
  落谷 孝広：独立行政法人国立がん研究センター研究所 分子細胞治療研究分野 分野長 
 
2011.2.1                             NISTEP-JST.CRDS共催  
 「Globalization of R&D：The New Asian Innovation Dynamics」 
  Prof. Govindan Parayil：国連大学 副学長 
 
2011.2.3                           科学技術動向研究センター  
 「コミュニケーションロボットを活用したライフおよびグリーン・イノベーションへの取り組
み」 
  塩川 正二：日本電気株式会社 プラットフォームマーケティング戦略本部 本部長代理 
藤田 善弘：日本電気株式会社 C&C イノベーション研究所 主幹研究員 
 
2011.2.7                                      企画課  
 「米国の政治と戦略性 ～原子力アタッシェとして感じたこと～」 
各国科学技術情勢シリーズ（米国） 
   上田 光幸：前在米国日本国大使館 一等書記官 
 
2011.2.15                                     企画課  
 「科学技術と政治」（第 1回） 






2011.3.2                            科学技術動向研究センター  
 「持続可能社会の水循環と農園芸」 
  樋口 直樹：サントリーホールディングス株式会社 知的財産部 
古在 豊樹：千葉大学環境健康フィールド科学センター 
 
2011.3.4                                    企画課  
 「科学技術と政治」（第 2回） 
  坂田 東一：文部科学省 顧問 
 
2011.3.8                             NISTEP-JST.CRDS共催  
 「米国科学技術政策における最近の動向－新たにイノベーションに重点を－」 









2010.10.4                                        
 「科学における知識生産プロセス」ワークショップ 
伊神 正貫 ：科学技術基盤調査研究室 主任研究官 
長岡 貞男 ：一橋大学 教授 
伊地知 寛博：成城大学 教授 
江藤 学  ：一橋大学 教授 
青木 玲子（コメンテーター）：一橋大学経済研究所 教授，総合科学技術会議議員 
  桑原 輝隆（コメンテーター）：科学技術政策研究所長 
  大湾 秀雄（コメンテーター）：東京大学社会科学研究所 教授 




2010.4.22                                        
 「近未来への招待状～ナイスステップな研究者 2009 からのメッセージ～」 
田中 啓二：東京都臨床医学総合研究所 所長代行 
天野 浩 ：名古屋大学大学院 工学研究科 電子情報システム専攻 教授 
小池 康博：慶應義塾大学 理工学部 教授 
渡邉 信 ：筑波大学大学院 生命環境科学研究科 教授 
原田 広史：独立行政法人物質・材料研究機構 超耐熱材料センター長 
ロールス・ロイス航空宇宙材料センター長 









  柴田 一成：京都大学大学院理学研究科附属天文台 台長 
京都大学宇宙総合学研究ユニット ユニット長 
    兼松 泰男：大阪大学先端科学イノベーションセンター 教授 






2010.12.10                                        
 「科学技術政策研究レビューセミナー2010（第 1回）」 
富澤 宏之 ：科学技術基盤調査研究室長 
伊神 正貫 ：科学技術基盤調査研究室 主任研究官 
奥和田 久美：科学技術動向研究センター長 
茶山 秀一 ：第 1調査研究グループ 総括上席研究官 
大橋 弘    ：第 1研究グループ 客員総括主任研究官 
丹羽 冨士雄（コメンテーター）：政策研究大学院大学 名誉教授 
小坂 満隆  （コメンテーター）：北陸先端科学技術大学院大学 知識科学研究科 教授 
小林 信一  （コメンテーター）：筑波大学大学院 ビジネス科学研究科 教授 
小田切 宏之（コメンテーター）：成城大学 政策イノベーション学科 教授 
 
 




レポート 1 廃プラスチック資源化の技術的展開と普及への課題 




レポート 1 ICT 利用で世界的にオープン化が進む高等教育－先進的な eラーニ 
ングとオープンエデュケーショナルリソース－ 











レポート 1 自動車排出ガス触媒の現状と将来 




レポート 1 電子顕微鏡における収差補正技術開発の世界的動向と日本の現状 




レポート 1 国際産学官連携拠点の目指すべき方向性～「つくばイノベーション 
アリーナ」の概要と展望～  




レポート 1 資源問題に直面するモータ用永久磁石の研究動向と課題 







レポート 1 ICT から見たスマートグリッドの可能性 




レポート 1 肺がんに対する分子標的治療の動向 










レポート 1 生物の多様性に学ぶ新世代バイオミメティック材料技術の新潮流 




レポート 1 症候群サーベイランス－感染症流行の早期探知に向けて－ 














・2010. 4.23「ポストドクター等の雇用状況・博士課程在籍者への経済的支援状況調査－2007 年 
度・2008 年度実績－」（調査資料-182) 
・2010. 5.12「-博士人材の将来像を考える- 理学系博士課程修了者のキャリアパス」 
（調査資料-184） 
・2010. 7.28「科学技術指標 2010」（調査資料-187） 
・2010. 8.20「平成 21 年度 民間企業の研究活動に関する調査報告」（NR №143） 
・2010. 9.15「大学等におけるベンチャーの設立状況と産学連携･ベンチャー活動に関する調査」 
（調査資料-189） 










(2) 政策研ニュース（2010 年 4 月～2010 年 9 月） 
（1998 年 9 月より発行していた「政策研ニュース」は、2010 年 9 月で発行を終了し、「NISTEP
メールニュース」へ切り替え。） 
 
Apr. 2010 No.258 
・IEEE 定期刊行物における電気電子・情報通信分野の領域別動向－日本と世界のトレンドの差 
異－（調査資料-176）            【科学技術動向研究センター 上席研究官 白川 展之】 
・国際コンファレンス「経済危機後の科学技術イノベーション政策 －持続可能な成長に向けて 
－」開催報告 NISTEP International Conference 2010 on “New Challenges and Opportunities 
for Science, Technology and Innovation Policies in the Post-Crisis Regime” 
 
May. 2010 No.259 
・論文生産から見る途上国の研究活動と研究者の国際的ネットワークについて（調査資料-178） 
【第 1調査研究グループ 加藤 真紀・茶山 秀一】 
・我が国における博士課程修了者の国際流動性（調査資料-180） 
【第 1調査研究グループ 袰岩 晶、三須 敏幸、茶山 秀一】 
・シンポジウム「近未来への招待状～ナイスステップな研究者 2009 からのメッセージ～」の 





Jun. 2010 No.260 
・政策研究最前線：データの海から流れを読め！ 
【科学技術基盤調査研究室 主任研究官 阪 彩香】 
・ポスドク問題に科学の目を！ 
   【第 1調査研究グループ 上席研究官 三須 敏幸】 
 
Jul. 2010 No.261 
・所長挨拶 
・政策研究最前線：「信託」自由度の高い競争的資金制度への挑戦！ 




Aug. 2010 No.262 
・政策研究最前線：科学技術指標を支える研究者の「絆」！ 
【科学技術基盤調査研究室 上席研究官 神田 由美子】 
・ 気になる！？科学技術：最近の話題への注目度（2010 年 8 月調査） 
【第 2調査研究グループ】 
 
Sep. 2010 No.263 
・政策研究最前線：「イノベーションの最前線から」 
【第 1研究グループ 研究員 西川 浩平】 





(3) NISTEP メールニュース（2011 年 2 月～3月） 
第 1号（2011.2.16） 






○科学技術動向月報（2010 年 1 月号） 
○国民の科学技術への関心に関する月次意識調査（12 月までの調査結果） 
 
第 2 号（2011.3.3） 
○NISTEP からのお知らせ 






○月刊「科学技術動向」（2011 年 2 月号） 
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広報活動 
○国民の科学技術に関する月次意識調査（2011 年 1 月までの調査結果） 
 
(4)「文部科学時報」等への寄稿 
・2010 年 6 月号「科学技術の状況に係る総合的意識調査 定点調査 2009（連載第 1回）」科学技術
基盤調査研究室（伊神） 
・2010 年 7 月号「サイエンスマップ 2008 論文データベース分析（2003～2008 年）による注目
される研究領域の動向調査（連載第 2回）科学技術基盤調査研究室（阪） 
・2010 年 8 月号「科学技術政策研究所シンポジウム 近未来への招待状 ナイスステップな研究
者 2009 からのメッセージ（連載第 3回）」企画課（西川） 
・2010 年 9 月号「将来社会を支える科学技術の予測調査（連載第 4 回）」科学技術動向研究セン
ター 
・2010 年 9 月号「電子ジャーナル化と科学コミュニティの変化（特集第 1 回）」科学技術動向研
究センター 
・2010 年 10 月号「「第 2 回全国イノベーション調査（連載第 5 回）」からみたイノベーションの
現状」第 1研究グループ（西川） 
・2010 年 11 月号「平成 21 年度 民間企業の研究活動に関する調査（連載第 6 回）」第 2 研究グ
ループ（長谷川） 
・2010 年 12 月号「科学技術に関する国民の意識 インターネットを利用した月次意識調査（2009
年 11 月～2010 年 10 月）より（連載第 7回）」第 2調査研究グループ（栗山） 
 
「文教ニュース」への寄稿 
・所内シンポジウム「ナイスステップな研究者 2009 からのメッセージ」（2010.04.26 第 2083 号） 
・「大学等の科学技術・学術活動実態調査」まとめる（2010.04.26 第 2083 号） 
・科学技術政策研究所講演会「信託の活用」について意見交換会を開催（2010.05.31 第 2088 号） 
・サイエンスマップ 2008（研究領域の動向調査）まとめる（2010.06.07 第 2089 号） 
・科学技術政策研究所講演会「OECD のビブリオメトリクス関連指標開発の取組で講演」 
（2010.06.28 第 2092 号） 
・科学技術政策研究所講演会「科学技術政策としての動物園活用の可能性」（2010.07.05 第 2093
号） 
・和田所長がインド国立科学技術開発研究所を訪問、覚書締結（2010.07.12 第 2094 号） 
・和田所長が金沢市の中学校で講演「科学を志す人たちへのメッセージ」（2010.07.26 第 2096 号） 
・科学技術政策研究所講演会「論文のオープンアクセスの動向」（2010.07.26 第 2096 号） 
・平成 21 年度「民間企業の研究活動に関する調査」まとまる（2010.09.06 第 2102 号） 
・和田前所長が「科技行政の進展と期待」で講演（2010.09.06 第 2102 号） 
・「大学等におけるベンチャーの設立状況と産学連携・ベンチャー活動に関する意識」  
（2010.09.20・27 第 2104・5 合併号） 
・民間企業を対象に「第 2回全国イノベーション調査」（2010.10.04 第 2106 号） 
・科学技術政策研究所講演会「韓国の科学技術政策」テーマに講演会（2010.10.25 第 2109 号） 
・科学技術政策研究所講演会「光学産業と大学教育への期待」で講演会（2010.11.08 第 2111 号） 
・NISTEP/一橋大共催講演会「研究者対象に「知識生産プロセスの大規模アンケート調査」」
（2010.11.15 第 2112 号） 
・12 月 10 日科技政策研究レビューセミナー（2010.11.22 第 2113 号） 
・NISTEP/JST 共催講演会「AAAS 上級顧問米国中間選挙の結果等で講演」（2010.11.22 第 2113 号） 
・科学技術予測、人材等テーマにレビューセミナー（2010.12.20 第 2117 号） 
・科学研究ベンチマーキング 2010「論文分析でみる研究活動の変化と日本の状況」 
－日本の論文数シェアは低下傾向、国立大学の失速が日本全体の TOP10％論文数の伸び悩みを招
致、と指摘－（2011.01.03・10 第 2118・19 合併号） 
・「ナイスステップな研究者 2010」業績紹介（2011.01.03・10 第 2118・19 合併号） 
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・「ナイスステップな研究者 2010」業績紹介（2011.01.17 第 2120 号） 
・「ナイスステップな研究者 2010」業績紹介（2011.01.24 第 2121 号） 
・科学技術への顕著な貢献「ナイスステップな研究者」13 氏が髙木大臣を表敬（2011.01.24 第
2121 号） 
・「ナイスステップな研究者 2010」業績紹介（2011.01.31 第 2122 号） 
・「ナイスステップな研究者 2010」業績紹介（2011.02.07 第 2123 号） 
・NISTEP/JST 共催 講演会「アジアのイノベーションダイナミックス」国連大学副学長が講演 
（2011.02.14 第 2124 号） 
・「ナイスステップな研究者 2010」業績紹介（2011.02.14 第 2124 号） 
・「ナイスステップな研究者 2010」業績紹介（2011.02.21 第 2125 号） 
・「ナイスステップな研究者 2010」業績紹介（2011.02.28 第 2126 号） 
・「ナイスステップな研究者 2010」業績紹介（2011.03.07 第 2127 号） 
・第 4回予測国際会議「将来社会のための科学技術予測」開催（2011.03.14 第 2128 号） 
・「ナイスステップな研究者 2010」業績紹介（2011.03.14 第 2129 号） 
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顧 問（五十音順 2011 年 3 月 31 日現在）                        
阿部 博之       (独)科学技術振興機構 顧問、東北大学 名誉教授 
有馬 朗人       (財)日本科学技術振興財団 会長 
小野 元之       (独)日本学術振興会 理事長 
川崎 雅弘       (財)リモート・センシング技術センター 理事長 
白石 隆        政策研究大学院大学 学長 
吉川 弘之       (独) 産業技術総合研究所 理事長 
 
機関評価委員（五十音順 2011 年 3 月 31 日現在）                      
委員長  阿部 博之  (独)科学技術振興機構 顧問、東北大学 名誉教授 
委 員  新井 紀子  国立情報学研究所 情報社会相関研究系教授 
委 員  家 泰弘   東京大学 物性研究所 所長 
委 員  隅藏 康一  政策研究大学院大学 政策研究科 准教授 
委 員  高橋 真理子 朝日新聞社 経営企画室 主査 
委 員  都河 明子  前・東京大学 男女共同参画オフィス 特任教授 
委 員  中村 道治  (株)日立製作所 取締役 
委 員  吉本 陽子  三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング(株) 
経済・社会政策部 主任研究員 
委 員  覧具 博義  東京農工大学 名誉教授 
委 員  若杉 隆平  京都大学 経済研究所 教授 
 
職員名簿                                        
 所長                     和田 智明  2008.7.11～2010.7.30 
                        桑原 輝隆  2010.7.30～ 
 総務研究官                  桑原 輝隆  2005.4.1～2010.7.30 
                        伊藤 宗太郎 2010.9.1～ 
                     （併：科学技術・学術政策局付 2010.3.14～） 
 総務課         課長         杉山 弘   2007.4.1～2010.4.30 
                        岡部 聡   2010.5.1～ 
             課長補佐 用度係長  堀江 博憲  2008.10.1～ 
             情報係長    併  加藤 浩樹  2008.7.1～ 
             庶務係長       安藤 直次  2009.3.1～ 
             主任         神田由美子  2005.7.1～2010.7.1 
経理係長       武田 春彦  2009.8.1～ 
用度係        工藤 智行  2009.4.1～ 
 企画課         課長         渡邊 英一郎 2008.7.11～2010.5.9 
                        牧 慎一郎  2010.5.10～ 
                     （併：科学技術・学術政策局付 2011.3.14～） 
             課長補佐       平田 容章  2009.4.1～2011.3.31 
             国際研究協力官    星越 明日香 2009.4.1～ 
専門職     併  溝上 勝也  2010.4.1～2010.9.30 
             企画係長       中村 隆之  2010.7.1～2011.3.31 
企画係員       中村 隆之  2009.3.26～2010.6.30 
松柴 伸行  2010.10.1～ 
業務係        佐藤 博俊  2009.5.1～ 
研究員     併  大竹 洋平  2009.5.8～2010.9.1 
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 第 1 研究グループ  客員総括主任研究官    大橋 弘   2007.4.1～2011.3.31 
             総括主任研究官    古西 真   2010.7.30～2011.3.31 
             研究員        西川 浩平  2008.4.1～2011.3.31 
             研究員        齋藤 経史  2008.4.1～ 
             研究員        米谷 悠   2010.4.1～ 
 第 2 研究グループ  客員総括主任研究官    米山 茂美  2010.6.1～ 
主任研究官      上野 彰   2006.6.1～2011.3.31 
             研究員        長谷川 光一 2007.4.1～ 
             研究員        山内 勇   2009.4.1～ 
             研究官     併  細坪 護挙  2006.8.1～2011.3.31 
（併：研究振興局基礎基盤研究課 2011.1.1～2011.12.31） 
 第１調査研究グループ  総括上席研究官    茶山 秀一  2009.7.14～ 
                 （併：科学技術・学術政策局付 2011.3.14～） 
             上席研究官      三須 敏幸  2005.12.1～ 
                  （経済協力開発機構へ派遣  2010.10.1～） 
             上席研究官      加藤 真紀  2008.4.1～ 
             上席研究官   併  栗山 喬行  2008.4.1～ 
             研究員     併  齋藤 経史  2008.4.1～ 
             研究官        鐘ヶ江 靖史 2010.4.1～ 
 第 2 調査研究グループ  総括上席研究官 併  茶山 秀一  2009.7.14～ 
             上席研究官      栗山 喬行  2008.4.1～ 
             上席研究官      額賀 淑郎  2009.6.1～ 
             研究員     併  大竹 洋平  2010.9.1～ 
 第 3 調査研究グループ  総括上席研究官    長野 裕子  2008.7.1～2010.7.29 
             総括上席研究官    藤田 健一  2010.7.30～ 
             上席研究官      勝野 美江  2008.4.1～2011.3.31 
             上席研究官      細野 光章  2010.4.1～ 
             研究官        小倉 都   2007.5.1～ 
             研究官        外枦保 大介 2010.4.1～ 
 科学技術動向研究    センター長      奥和田 久美 2008.4.1～ 
 センター        総括主任研究官 併  古西 真   2010.7.30～2011.3.31 
             上席研究官      横尾 淑子  2003.1.1～ 
             上席研究官      浦島 邦子  2003.6.16～ 
             上席研究官      重茂 浩美  2006.1.1～ 
             上席研究官      加藤 浩樹  2010.7.1～ 
             上席研究官      古川 貴雄  2009.7.1～ 
             上席研究官      加藤 寛治  2008.8.18～ 
             上席研究官      白川 展之  2008.9.1～ 
             上席研究官      鴨川 慎   2010.4.1～ 
             主任研究官      柿崎 文彦  2005.7.1～ 
             主任研究官      伊藤 裕子  2002.10.1～ 
           (併：科学技術・学術政策局調査調整課専門官 2009.7.1～） 
研究員        玉城 わかな 2010.4.1～ 
 科学技術基盤調査研究室 室長      併  桑原 輝隆  2007.8.1～2010.6.1 
             室長         富澤 宏之  2010.6.1～ 
                  （経済協力開発機構へ派遣  2007.8.1～2010.5.31） 
             室長補佐    併  石橋 英二  2006.4.1～2011.2.28 
             上席研究官      神田 由美子 2006.4.1～ 
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             主任研究官      伊神 正貫  2007.8.1～ 
                  （経済協力開発機構へ派遣  2005.6.29～2007.7.31） 
             主任研究官      阪 彩香   2006.4.1～ 
             研究官        蛯原 弘子  2006.4.1～ 
             研究員        大竹 洋平  2008.4.1～2009.5.7 
 
特別研究員（五十音順）                                 
 赤坂 一人  協和発酵キリン(株) 
 家近 泰   (株)堀場製作所 
岡嶋 秀樹  (独)宇宙航空研究開発機構 
蒲生 秀典  凸版印刷(株) 
関根 進   協和発酵(株) 
戸澗 敏孔  東京電力(株) 
和田 潤   東京電力(株) 
吉永 孝司  日本電気(株) 
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孫 媛    国立情報学研究所 情報社会相関関係系 准教授 
竹内 寛爾  ソニー(株)技術戦略部 3課 
武田 重喜  アンテナ技研(株)代表取締役 
多田 国之 
刀川 眞   室蘭工業大学 情報メディア教育センター 教授 
田村 泰一  早稲田大学大学院 商学研究科 准教授 
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